
  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

   

農 村

Ｊ Ｒ

14-059

マラウイ共和国 

中規模灌漑開発プロジェクト 

終了時評価調査報告書 

農村開発部 

独立行政法人国際協力機構 

 

（2014年）  

平成 26 年６月 



  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

マラウイ共和国 

中規模灌漑開発プロジェクト 

終了時評価調査報告書 

農村開発部 

独立行政法人国際協力機構 

 

（2014年）  

平成 26 年６月 



 

 

序     文 
 

独立行政法人国際協力機構（JICA）は、マラウイ共和国と締結した討議議事録（R/D）に基づ

き、技術協力プロジェクト「中規模灌漑開発プロジェクト」を、2011 年 6 月から 3 年間の予定で

実施してきました。 

このたび、プロジェクトの協力期間の終了を 2014 年 5 月に控え、当機構は 2014 年 1 月 14 日

から 2 月 5 日までの間、JICA 客員国際協力専門員の佐藤武明を団長とする終了時評価調査団を現

地に派遣し、マラウイ共和国側評価チームと合同で、これまでの活動実績等について総合的評価

を行いました。これらの評価結果は、日本・マラウイ共和国側双方の評価チームによる討議を経

て合同評価報告書としてまとめられ、署名・交換のうえ、両国の関係機関に提出されました。 

本報告書は、同調査団によるマラウイ共和国政府関係者との協議及び評価調査結果等を取りま

とめたものであり、日本・マラウイ共和国両国の親善と関連する国際協力の推進に広く活用され

ることを願うものです。 

終わりに、本調査の実施にあたり、ご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、厚く御礼を申し

上げるとともに、当機構の業務に対して今後とも一層のご支援をお願いする次第です。 

 
平成 26 年 6 月 
 

独立行政法人国際協力機構 
農村開発部長 北中 真人 
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ムランジェ県

首都リロングウェ 

パイロット灌漑事業地区所在県

プロジェクト対象 11 県の範囲
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ミニッツ署名（JICA所長及び水開発・灌漑省次官） 合同評価報告書署名（評価チーム団長） 

Wenzide パイロット地区の取水堰 Wenzide パイロット地区内の用水路 

水路から圃場への取水施設（パイプ）（Wenzide

地区） 

水稲苗と水田（Wenzide 地区） 

Msikita パイロット灌漑事業地区の取水堰 Msikita 地区内の用水路 



 

用水路の路線図（Msikita 地区） 農民からのヒアリング（Msikita 地区） 

Tipindule パイロット灌漑事業地区の取水堰 幹線用水路（Tipindule 地区） 

修復された用水路（Tipindule 地区） Mulanje 県の灌漑事務所事務室と灌漑技師 

M&E システムのコンピュータ上の表示画面 データ入力画面の一例 
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農業普及所所長 

AEDO 
Agricultural Extension and Development 
Officer 
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AIO Assistant Irrigation Officer 灌漑技師補 
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DA District Assembly 県議会 

DADO District Agriculture Development Officer 県農業普及事務所長 
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全保障省） 
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DHRMD Department of Human Resource Management 
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人材マネジメント開発部 
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MoWDI Ministry of Water Development and Irrigation 水開発・灌漑省 
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ORT Other Recurrent Transaction 政府経常経費 

PDM Project Design Matrix 
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SMS Subject Matter Specialist テーマ別専門技師 

WS Workshop ワークショップ 
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評価調査結果要約表 
１．案件の概要 

国名：マラウイ共和国 案件名：中規模灌漑開発プロジェクト（MIDP） 

分野：農林水産-農業-農業土木 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部 協力金額（評価時点）：約 2.6 億円 

協力期間 2011 年 6 月 1 日～ 
2014 年 5 月 31 日 

先方関係機関：水開発・灌漑省及び農業・食料安全保障省

日本側協力機関：農林水産省 

他の関連協力： 

１－１ 協力の背景と概要 

マラウイ共和国（以下、「マラウイ」と記す）は、アフリカ南東部に位置し、その国土面積は

約 11.8 万 km2 で、人口は約 1,390 万人（2010 年）である。農業（林業及び漁業を含む）がマラ

ウイの主要産業の 1 つであり、マラウイの国内総生産（GDP）の 25.6％（2010 年）、外貨収入の

74.6％（2010 年）を占める。また、全人口の 83％（2010 年）が農業セクター（林業及び漁業含

む）に従事している。しかしながら、マラウイの農家の 90％は、1ha 以下の耕作面積をもつ小

規模農家であり、そのほとんどは天水農業を営んでいるとされている。そのため、マラウイで

は、農業生産の安定と生産性向上を図ることが重要な課題になっている。 
このような状況下、2010 年にグリーンベルトイニシアティブ（Green Belt Initiative：GBI）が

提唱され、マラウイ政府は、水資源の有効活用を通じた食料安全保障の実現と農業生産性向上

に努めてきた。中小規模灌漑事業に対する予算支出も増加しつつある。しかしながら、マラウ

イの灌漑技師及び農業普及員の灌漑事業運営管理にかかわる能力が十分には高くないという課

題を抱えている。 
このような状況の改善を図るため、マラウイ政府は、わが国に対し、「中規模灌漑開発プロジ

ェクト（Medium Scale Irrigation Development Project：MIDP）」を要請し、2011 年 6 月から 3 年間

の技術協力プロジェクトが開始された。本プロジェクトは、マチンガ灌漑サービス地区/農政局

（Irrigation Service Division：ISD/Agricultural Development Division：ADD）及びブランタイア

ISD/ADD 管轄下の 11 県の灌漑技師と農業普及員の能力向上を目的とするものである。ISD 及び

管轄下の灌漑技師は地域の灌漑事業運営管理を実施し、ADD 及び管轄下の農業普及員は農家へ

の訪問指導などを実施している。両者は現場レベルにおいて既に強い連携が取られていた。受

益農家と一体となった、灌漑事業運営管理実施能力強化という面において、これら現場レベル

での灌漑技師と農業普及員の能力強化策が求められた。2014 年 5 月末に、プロジェクト期間が

終了するので、その終了前に、プロジェクトの成果やプロジェクト目標の達成度等を評価する

ために、本終了時評価調査を実施することになった。 
 
１－２ 協力内容 

本プロジェクトは、マラウイの灌漑ガイドラインに基づき、プロジェクト対象地域における

灌漑事業（新規開発または改修）の実施を通じて、計画・施工管理から維持管理に係る灌漑事

業関係者（灌漑技師と農業普及員）の能力強化、並びにモニタリング・評価体制の構築を目的

とするプロジェクトである。 



 

ii 

（1）上位目標 
プロジェクト成果（ガイドライン、マニュアル、業務実施解説書等）の普及により、灌

漑技師と農業普及員の、小/中規模灌漑開発事業（新規開発/改修）を実施する能力及び灌漑

局の新しい灌漑 M&E システムを運用する能力が向上する。 
 
（2）プロジェクト目標 

パイロット灌漑開発事業地区において新規開発/改修・維持管理及びモニタリングされる

ことにより、灌漑開発関係者（灌漑技師・農業普及員・農民グループ）の能力が強化され

る。 
 
（3）アウトプット 

1）灌漑局の新しい灌漑 M&E システムの開発に寄与することを通じて、灌漑技師と農業普

及員の新しいシステムを運用する能力が向上する。 
2）灌漑技師の調査・計画・EIA・設計・施工及び農民グループによる維持管理の能力が向

上する。 
3）農業普及員の灌漑施設の維持管理と水管理のための小規模農家への農民動員/組織化に

係る指導能力が向上する。 
4）プロジェクトの成果が、マラウイの灌漑開発関係者に普及・共有される。 

 
（4）投入（評価時点） 

1）日本側 
長期専門家派遣：3 名、短期専門家派遣：5 名、本邦研修：12 名（更に 2 名予定）、機

材供与：約 0.32 億円、ローカルコスト負担：約 0.48 億円 
2）マラウイ側 

カウンターパート（Counterpart：C/P）配置 30 名（終了時評価時）、ローカルコスト負

担（C/P 給与、C/P 交通費、事務所の光熱費等）、事務スペースの提供（灌漑局本部、ブ

ランタイア ISD など） 

２．評価調査団の概要 

調査者 担当分野 氏 名 所 属 

総括/団長 佐藤 武明 JICA 客員国際協力専門員 

灌漑技術 御前 孝仁 農林水産省農村振興局整備部設計課海外農業農村開発

情報分析官 
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３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）アウトプット 1：灌漑局の新しい灌漑モニタリング・評価（Monitoring and Evaluation：
M&E）システムの開発に寄与することを通じて、灌漑技師と農業普及員の新しいシステムを

運用する能力が向上する。 
実績：アウトプット 1 には 4 つの指標が設定されている。その 4 つの指標の達成度と新しい

灌漑 M&E システムがほぼ完成段階にあり、本プロジェクトの対象 11 県でデータ収集とデー

タ入力が実施されている状況にあることを考慮すると、灌漑技師と農業普及員がこの新しい

灌漑 M&E システムを運用する能力が良好に向上しているといえる。「灌漑セクターモニタリ

ング評価のためのガイドライン（Guideline for Monitoring & Evaluation of the Irrigation Sector）」
の取りまとめと、新しい M&E システムの完成が、まだ残されているものの、アウトプット

1 はほぼ達成された。 
 
（2）アウトプット 2：灌漑技師の調査・計画・EIA・設計・施工及び農民グループによる維持

管理の能力が向上する。 
実績：アウトプット 2 にも 4 つの指標が設定されている。それら 4 つの指標の達成度と、灌

漑技師と農業普及員からのヒアリング結果、3 カ所のパイロット灌漑事業地区の農民グルー

プメンバーからのヒアリング結果から判断して、灌漑技師の技術的な知識・技能、特にパイ

ロット灌漑事業地区の活動に参加した灌漑技師の実践的能力は、よく向上しているといえ

る。したがって、アウトプット 2 の達成度は、十分に満足できる水準であるといえる。 
 
（3）アウトプット 3：農業普及員の灌漑施設の維持管理と水管理のための小規模農家への農民

動員/組織化に係る指導能力が向上する。 
実績：アウトプット 3 にも 4 つの指標が設定されている。それら 4 つの指標の達成度と、灌

漑技師と農業普及員からのヒアリング結果、3 カ所のパイロット灌漑事業地区の農民グルー

プメンバーからのヒアリング結果から判断して、農業普及員の灌漑事業開発に関する知識・

技能、特に、農民を指導する実践的スキルがよく向上したといえる。したがって、アウトプ

ット 3 の達成度は、十分に満足できる水準であるといえる。 
 
（4）アウトプット 4：プロジェクトの成果が、マラウイの灌漑開発関係者に普及・共有される。

実績：MIDP アプローチの特徴、作成されたマニュアルやガイドライン、パイロット灌漑事

業地区での活動を通じて得られた良い成果や優良事例等の本プロジェクトの成果は、2014 年

4 月/5 月に開催予定の県ワークショップ及び全国ワークショップで発表される予定になって

いる。したがって、アウトプット 4 は、プロジェクト期間内に達成される見込みである。 
 
（5）プロジェクト目標：パイロット灌漑開発事業地区において新規開発/改修・維持管理及びモ

ニタリングされることにより、灌漑開発関係者（灌漑技師・農業普及員・農民グループ）の

能力が強化される。 
実績：プロジェクト目標に関する 4 つの指標の達成度と、灌漑技師と農業普及員、農民グル
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ープメンバー及び日本人専門家からのヒアリング結果から判断して、パイロット灌漑事業地

区での活動にかかわった灌漑技師・農業普及員・農民グループの能力は、プロジェクト活動

を実施することによってよく強化されたといえる。まだ灌漑施設工事が完成していない 2 カ

所のパイロット灌漑事業地区では、残りのプロジェクト期間中、残されている建設工事の実

施と能力強化活動が継続される。したがって、プロジェクト終了時までにはプロジェクト目

標の達成度は大変満足できる水準に達することが期待される。 
 
３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性：高い 
以下の観点から判断して、本プロジェクトの妥当性は高い。 

1）ターゲット・グループ（灌漑技師・農業普及員・農民グループ）の能力向上ニーズ及

び対象地域のニーズとの整合性 
2）マラウイの国家政策等との整合性（国家開発計画、GBI、国家灌漑政策及び開発戦略）

3）わが国の対マラウイ援助方針との整合性（農業・鉱業などの産業育成のための基盤整

備） 
4）プロジェクトアプローチの適切さ（具体的な現場での実習を通した関係者の能力開発）

5）わが国がもつ技術的優位性（灌漑技術、官民一体となった維持管理のシステム・経験

など） 
 
（2）有効性：高い 

プロジェクト終了時までにプロジェクト目標が達成できる見通しであり、アウトプット

の達成が、プロジェクト目標達成に貢献していることから、本プロジェクトの有効性は高

いといえる。 
 
（3）効率性：やや高い 

日本人専門家の派遣は、人数、滞在期間、専門分野においておおむね適切であったが、

短期専門家の一部については、専門家募集の面で遅れが生じ、それがプロジェクト活動の

進捗にマイナスの影響を与えた。機材供与及び本邦研修については、適切であった。マラ

ウイ側の C/P の人数は適切であるが、一部、人事異動による交替があり、後任が適期に配

置されたものの、能力向上の効率性の観点ではマイナス要因であった。マラウイ側のプロ

ジェクト活動へ資面での投入は限定的なものであった。このような日本側及びマラウイ側

の投入実績から判断して、本プロジェクトの効率性は、やや高いと判断する。 
 
（4）インパクト 

1）上位目標「プロジェクト成果（ガイドライン、マニュアル、業務実施解説書等）の普及

により、灌漑技師と農業普及員の、小/中規模灌漑開発事業（新規開発/改修）を実施する

能力及び灌漑局の新しい灌漑 M&E システムを運用する能力が向上する」達成の見通し 
本プロジェクト終了後も、灌漑技師や農業普及員の支援を受けつつ、農民グループがパ

イロット灌漑事業地区を適切に運営維持管理（水管理含む）することが期待される。また、

MIDP アプローチの要素が、ブランタイア ISD/ADD 及びマチンガ ISD/ADD 管轄下地域の他
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の中小規模灌漑事業に適用されることも期待される。灌漑局の新しい M&E システムを用い

た定期的モニタリング実施については、予算の確保が必要である。灌漑技師及び農業普及

員が、学んだ知識や技能をフィールドで実践しつつ、更に能力向上を図るためには、体系

的な能力強化の仕組みが必要であり、具体的には、講師人材の確保、能力強化活動のため

の予算確保、能力強化の実践場所（灌漑事業地区）が必要である。予算確保や体系的能力

強化の仕組みが構築されれば、上位目標の達成が期待できる。 
2）その他のインパクトとして、以下の事項がある。 
①他ドナーが M&E システムを利用し、灌漑事業地区のデータ収集を実施したこと。 
②灌漑技師と農業普及員が、本プロジェクトで学んだ知識・技能を本プロジェクトの対象

11 県内の他の灌漑事業でも用いたこと。 
③灌漑技師、農業普及員、農民グループ間の協働関係が強化されたこと。 
④作物生産の増加による収入増加と食糧不足の低減 
⑤農家の家屋改善への適用など、生計向上にも寄与 

 
（5）持続性 

本プロジェクトの実施を通して、マラウイ政府が灌漑技師、農業普及員及び農民グループ

の能力向上の重要性を強く認識するに至った。したがい、マラウイ政府による自発的な関係

者能力向上策の持続性については十分確保できているといえる。ただし、組織面、財政面、

技術面での持続性を確保するためには、以下に述べるように、適切な対応策をとる必要があ

る。 
1）政策面 

マラウイ政府は、灌漑面積拡大を優先政策の 1 つとして掲げており、灌漑開発マスター

プラン調査（世銀支援）や灌漑開発基金の設置といった各種対応がとられている。さらに、

灌漑事業の持続的な開発のためには、灌漑技師、農業普及員及び農民グループの能力向上

が重要であることを灌漑局は十分に認識している。したがって、本プロジェクトは政策面

では持続性が確保される見込みである。 
2）制度・組織面 

本プロジェクトで実施されたワークショップ・研修への参加を通じて、政府職員の各種

技術的能力の強化が図られた。本プロジェクトの重要な特徴の 1 つは、能力向上であり、

特に、中小規模灌漑事業を実施しつつ、OJT を通じて、実践的知識と技能を強化すること

である。灌漑事業の持続的開発を確保するためには、知識・技能を実践する能力の強化が

重要と見なされている。なお、灌漑局の灌漑マネジメントサービス部は、大統領府の人材

マネジメント開発部と協力しつつ人材育成（灌漑技師や農業普及員の持続的能力強化）を

図る責任をもっている。ただし実態としては、灌漑局で人材育成を担当する職員数は極め

て限られており、人材育成に関する政府独自予算もほとんどないといわれているので、灌

漑技師や農業普及員の実践的知識・技能を継続的に強化するためには、人材育成を担当す

る組織の能力強化を進めていく必要がある。 
3）財政面 

マラウイ政府の財政は厳しい状況にあるものの、灌漑局は、2013/14 会計年度の本プロ

ジェクト向け活動予算として 2,400 万 MKW（マラウイ・クワチャ）（約 570 万円）を計上
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する努力を行った（この予算は、水開発・灌漑省が実施機関になっている 3 つの JICA プ

ロジェクト向け予算の一部である。しかし、本プロジェクト向けの予算執行は未実施であ

る）。この予算計上努力は歓迎されるものであり、特に、灌漑技師、農業普及員、農民グ

ループの実践的技能の強化に関する資金を今後継続的に確保すべきである。 
4）技術面 

灌漑技師と農業普及員の能力向上という本プロジェクトの目標は、非常に満足できる水

準で達成される見通しである。実践的能力向上の初期段階としては、灌漑技師と農業普及

員の能力向上を高く評価できる。しかしながら、プロジェクト期間が 3 年間と長くはない

ことから、パイロット灌漑事業地区におけるプロジェクト活動に参加した灌漑技師と農業

普及員は、学んだ知識・技能を新規開発灌漑事業あるいはリハビリ灌漑事業の準備段階か

ら維持管理段階までのサイクルを 1 回あるいは 2 回実践できただけである。必ずしも十分

な回数の実務経験を積めているわけではないため、特定の技術項目について良好な実践的

知識・技能を有し、他の技術者に対して的確に指導できる能力をもつ政府職員もいれば、

一方で、能力向上がみられるものの、まだ特定の技術項目について十分な能力水準に到達

していない技術者もいる。したがって、灌漑技師や農業普及員の能力強化を更に進める余

地が残されている。 
 
３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること：特になし 
 
（2）実施プロセスに関すること 

プロジェクト成果を上げるうえで貢献した主な要因として、次の 3 項目が挙げられる。

①マラウイ側 C/P の積極的な関与とプロジェクトチームメンバー間（マラウイ側 C/P 及

び日本人専門家）の良好なコミュニケーション、②パイロット灌漑事業地区の農民の積極

的な参加、③マニュアル及びガイドラインの作成プロセスの適切さ 
 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること：特になし 
 
（2）実施プロセスに関すること 

パイロット灌漑事業地区の灌漑施設建設を乾期中に完了させる想定をしていたものの、

実際には、水路建設に用いるレンガブロックの製造・調達面が主なネックになり、3 カ所の

パイロット地区のうち、2 地区では、水路建設がまだ完了できていなかった（プロジェクト

終了時までには、完了する見込みではある）。そのため、水路建設完了前から、水路の維持

管理や水管理、灌漑下における営農を指導する必要が生じた。水源量が限られる乾期に、

どのように適切な水管理を行うかについての指導が十分にできない状況でプロジェクトが

終了してしまうという課題が残る。 
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３－５ 結論 

本プロジェクトの特徴である「政府直接管理施工」「農民参加型施工」「灌漑技師と農業普及

員が全プロセスに参画する」等のアプローチ適用を通じて、プロジェクト終了時までには、灌

漑技師、農業普及員、農民グループの能力向上という目標を達成することが見込まれる。した

がって、当初計画どおり 2014 年 5 月をもって本プロジェクトを終了する。 
 
３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

３－６－１ プロジェクト終了時までに実施すべき事項 
MIDP アプローチの他地区への活用や体系的な研修実施のためには、MIDP アプローチの実

施プロセスを整理する必要がある。まずは、3 カ所のパイロット灌漑事業地区で実践されてき

たプロセスの整理を行う必要がある。 
 

３－６－２ プロジェクト終了後に実施すべき事項 
（1）MIDP アプローチの活用 

2012 年 11 月に実施された中間レビューにおいて、「MIDP の取り組みの特徴、コンセ

プトを、今後『MIDP アプローチ』として取りまとめること」が提言として残された。プ

ロジェクトではこの提言に基づき、MIDP の取り組みの特徴を「MIDP アプローチ」とし

て整理し、パンフレットに取りまとめ、それを広報資料に活用している。 
MIDP アプローチは、①政府直接管理施工、②農民参加型施工、③灌漑技師と農業普及

員の共同作業等の要素をもつ関係者（灌漑技師、農業普及員、農民グループ）の実践的

な能力向上のための有効なアプローチである。同アプローチは、通常の委託契約型施工

に比べてコストが安く、施工後は農民自身の持続的な維持管理が可能となるといった優

位性を有する。これらの優位性はマラウイ政府も高く評価し、また、現場においては、

本プロジェクトに参加した灌漑技師や農業普及員が他プロジェクトの実施に活用してい

る。 
今後は、マラウイ政府により、小・中規模の灌漑事業を中心に MIDP アプローチが積

極的に活用されていくことが望ましい。 
 

（2）MIDP アプローチの水平展開 
MIDP アプローチは 2014 年 3 月に全国の灌漑技師と農業普及員を対象としたワークシ

ョップにおいて、共有される計画である。 
また、プロジェクト終了後はマラウイ政府も他県への成果波及を検討していることが

確認された。そのためには、必要な研修を継続的に実施するとともに、先進地であるパ

イロットサイトへの視察や、小規模な灌漑事業の実施等を通じて、実際的な技術を身に

つけることが必要である。 
なお、体系的な研修を行うために、マラウイ政府は灌漑技師・農業普及員の必要人数・

求められる技術の内容・そのレベルに関する長期的な計画を策定する必要がある。 
 

（3）灌漑 M&E システムの活用 
本プロジェクトは灌漑 M&E システムとそのガイドラインを開発・作成し、使用方法に
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ついて 2ISD、2ADD と 11 県の灌漑技師と農業普及員を対象に研修を実施した。しかしな

がら、データベースの指標は詳細かつ多岐にわたっており、限られた政府職員で定期的

にデータベースを更新するためには、依然精査が必要な状況である。マラウイ政府は、

灌漑 M&E データベースの今後の継続的な試験的運用を通じて、スキームの規模ごとに必

要な指標や情報更新の回数を検討し、改良すべきである。 
 

（4）他ドナーとの連携（プロジェクトの成果の活用において） 
本プロジェクトはこれまでも既に他ドナーの案件と協力体制を構築している。2014 年

後期に詳細な計画が策定される予定である世界銀行や、EU の農業灌漑分野の新規案件に

おいて、本プロジェクトの成果が活用されるように、マラウイ政府は継続的な連携を図

るべきである。 
特に M&E 分野においては、アフリカ開発銀行との連携を今後も引き続き行うととも

に、他ドナー支援による灌漑分野の新規プロジェクトを実施する際には、マラウイ政府

はデータベース指標の情報収集に関する活動を組み込むことが望ましい。 
 

（5）予算と人員の確保 
以上を実施するために、マラウイ政府は必要な予算と人員を確保するように努力すべ

きである。 
 
３－７ 教訓 

（1）異なる省庁との良好な協働 
MIDP アプローチはいくつかの有効な要素を有する。灌漑技師と農業普及員との参加型連

携は、そのなかでも小規模な灌漑開発の円滑な実施に特に貢献した。こうした政府職員、

特に異なる省庁に所属する職員同士の連携は、本プロジェクト以外の類似の案件において

も今後役立つものである。 
 
（2）すべてのプロセスに受益者が参加することの効果 

本プロジェクトの実施を通じて、MIDP アプローチなどの、受益者がすべての活動プロセ

スに参加することの有益性が確認された。現在、対象農民は開発された灌漑スキームを自

身で運営することに自信をもっている。良好な農民組織と、彼らの勤勉意識は灌漑開発の

成功の根幹となり、オーナーシップの醸成につながる。 
 
（3）地域のリーダーの参画 

地域のリーダー、特に村長や伝統的なコミュニティリーダーなどの地域の権威者の強力

かつ活発な灌漑開発への参加は、プロジェクトの円滑な実施に際して重要な役割を果たし

た。したがって、同様のプロセスは他の類似案件においても適用されるべきである。 
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Summary of Terminal Evaluation 
I.  Outline of the Project 

Country： Republic of Malawi Project title： Project for Development of Medium Scale 

Irrigation Schemes 

Issue/Sector： 

Agriculture/Forestry/Fisheries - Agriculture -

Agricultural Engineering 

Cooperation scheme： Technical Cooperation Projects 

Division in charge： Rural Development 

Department 

Total cost (estimated at completion of the Project)：  

Around 263 million Yen 

Period of 

Cooperation 

From June 1, 2011 to May 31, 

2014 

Partner Country’s Implementing Organization：  

(1) Ministry of Irrigation and Water Development 

(2) Ministry of Agricultural and Food Security 

Supporting Organization in Japan：  

Ministry of Agriculture, Forestry and Fisheries 

1 Background of the Project 

 Malawi is located in South-East Africa, a country with a population of 13.9 million (in 2010) and a land 

mass of 118 thousand km2, approximate. Agriculture (including forestry and fisheries) is one of the key 

industries in Malawi, which occupies 25.6% (in 2010) of Gross Domestic Product (GDP) and 74.6% (in 

2010) of foreign currency revenue. Furthermore, 83% (in 2009) of the entire population is engaging in the 

agricultural sector (including forestry and fisheries). However, 90% of all farmers in Malawi are 

small-scale farmers who cultivate less than 1 ha of farmland, and most conduct rain-fed cultivation. 

Therefore, stabilization and improvement of farm productivity are challenges in Malawi. 

In this connection, the Green Belt Initiative (GBI) was proposed in 2010, wherein the Government of 

Malawi has made efforts to attain food security and improvement in agricultural productivity through 

effective utilization of water resources. Hence budget allocation for small/medium scale irrigation projects 

has been increasing. However, the capacity of Malawi’s irrigation engineers/officers and extension officers 

in operating and managing irrigation schemes is not yet high enough. 

Considering the above situation and based on the request by the Government of Malawi, the “Project for 

Development of Medium Scale Irrigation Schemes” started in June 2011 as a 3-year project. The Project is 

aiming at the capacity building of irrigation engineers/officers and extension officers in the 11 districts of 

Machinga and Blantyre ISDs/ADDs. Before the completion of the project period (end of May 2014), this 

terminal evaluation study has been carried out for evaluating the degree of achievement of the Outputs and 

the Project Purpose, etc. 

 

2 Project Overview 

(1) Overall Goal 

Capabilities of irrigation engineers/officers and extension officers are enhanced in 

developing/rehabilitating small/medium scale smallholder irrigation schemes and in operating the new 

DoI’s M&E system of irrigation schemes, through the dissemination of outputs and achievement of MIDP 
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(guidelines, manuals, instructions, etc.). 

(2) Project Purpose 

  Capabilities of irrigation engineers/officers, extension officers and farmer groups are enhanced through 

development/rehabilitation, O&M and monitoring of target irrigation schemes. 

(3) Outputs 
1) Capabilities of irrigation engineers/officers and extension officers to implement the new DoI’s M&E 

system of irrigation schemes are enhanced through contributing to the development of the new system. 
2) Capabilities of irrigation engineers/officers in survey, planning, EIA, design, construction, and 

operation and maintenance by farmers groups are enhanced. 
3) Capabilities of extension officers in mobilizing and training smallholder farmers for the O&M of 

irrigation facilities and water management are enhanced. 
4) The Project outputs and achievement are disseminated and shared among the stakeholders of irrigation 

development sector of the country. 

(4) Inputs 

 Japanese side： 

Japanese Expert: long-term 3 persons short-term 5 persons, Trainees received in Japan: 12 persons (2 more 

persons will participate in), Provision of equipment: around 0.32 million US dollars, Local cost expenditure: 

around 0.48 million US dollars 

 Malawian side： 

Counterpart: 30 persons in total (at the terminal evaluation), Local Cost: salaries of counterparts, 

transportation expenses for counterparts, expenses of electricity and water, etc., Provision of office spaces: 

office space for Japanese experts at the headquarters of Department of Irrigation (Lilongwe) and Blantyre ISD, 

etc. 

 II. Evaluation Team 

Members of 

Evaluation Team 

1) Leader: Mr. Takeaki SATO, Visiting Senior Advisor, Japan International Cooperation 

Agency (JICA) 

2) Irrigation Techniques: Mr. Takahito MISAKI, Senior Advisor for Overseas Agriculture 

and Rural Development, Design Division, Rural Development Bureau, Ministry of 

Agriculture, Forestry and Fisheries 

3) Cooperation and Planning: Ms. Yurie KOMINE, Program officer, Arid and Semi-Arid 

Farming Area Division 1, Rural Development Department, JICA 

4) Evaluation and Analysis: Mr. Isao DOJUN, Consultant, Chuo Kaihatsu Corporation 

Period of 

Evaluation 

 From January 15 to February 5, 2014 Type of Evaluation： Terminal 

 III. Results of Evaluation 

1. Achievement 

Output 1: “Capabilities of irrigation engineers/officers and extension officers to implement the new DoI’s 

M&E system of irrigation schemes are enhanced through contributing to the development of the new 

system.” 

Achievement:  

Considering the degree of achievement of the four indicators of Output 1 and the facts that the new DoI’s 

M&E system is mostly developed and data collection and data entry have been carried out in the 11 districts, 
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capabilities of irrigation engineers/officers and extension officers to implement the new DoI’s M&E system 

are well enhanced. Although, compilation of a “Guideline for Monitoring & Evaluation of the Irrigation 

Sector” and finalization of the new DoI’s M&E system are remaining activities within the project period, 

degree of achievement of Output 1 is very satisfactory. 

 

Output 2: “Capabilities of irrigation engineers/officers in survey, planning, EIA, design, construction, and 

operation and maintenance by farmers groups are enhanced.” 

Achievement:  

Considering the degree of achievement of the four indicators of Output 2 and the results of interview to 

irrigation engineers/officers, extension officers, and members of farmers groups of the three pilot irrigation 

schemes, capabilities of the irrigation engineers/officers concerned on technical knowledge and skills, 

especially practical skills of the irrigation engineers/officers who involved in the activities at the pilot 

irrigation schemes, have been well enhanced. Therefore, it is safe to say that degree of achievement of 

Output 2 is very satisfactory. 

 

Output 3: “Capabilities of extension officers in mobilizing and training smallholder farmers for the O&M of 

irrigation facilities and water management are enhanced.”  

Achievement: 

Considering the degree of achievement of the four indicators of Output 3 and the results of interview to 

irrigation engineers/officers, extension officers, and members of farmers groups of the three pilot irrigation 

schemes, capabilities of the extension officers concerned on knowledge and skills related to development of 

irrigation schemes, especially practical skills to facilitate and instruct to farmers, have been well enhanced. 

Therefore, it is safe to say that degree of achievement of Output 3 is very satisfactory. 

 

Output 4: “The Project outputs and achievement are disseminated and shared among the stakeholders of 

irrigation development sector of the country. “ 

Achievement: 

The project outputs/outcomes, such as characteristics of MIDP approach, manuals and guidelines 

produced, and good results and practices produced at the pilot irrigation schemes are planned to be presented 

at the district and national workshops which will be held in April/May 2014. Therefore, aim of Output 4 will 

be achieved within the project period. 

 

Project Purpose: “Capabilities of irrigation engineers/officers, extension officers and farmer groups are 

enhanced through development/rehabilitation, O&M and monitoring of target irrigation schemes.” 

Achievement:  

Considering the degree of achievement of the four indicators of the Project Purpose and the results of 

interview to irrigation engineers/officers and extension officers concerned, members of farmers groups of the 

three pilot irrigation schemes, and the Japanese experts, irrigation engineers/officers, extension officers and 

farmer groups have been well enhanced by carrying out the project activities. Activities for capacity building 

and remaining construction works at the two pilot irrigation schemes are to be continued within the project 
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period. Therefore, it is expected that degree of achievement of the Project Purpose will be very satisfactory at 

the end of the Project. 

2. Summary of Evaluation Results 

(1) Relevance: High 

The relevance of the Project is considered to be high from the following viewpoints; 

1) Conformity with needs of capacity building of target groups (irrigation engineers/officers, extension 

officers, and farmer groups) and needs of the target areas,  2) Relevance to the national policies of Malawi,  

3) Conformity to the assistance policy of Japan to Malawi,  4) Appropriateness of the approach taken by the 

Project,  5) Comparative advantage of technical cooperation by Japan 

 

(2) Effectiveness: High 

The Project Purpose is expected to be produced in an effective way by the end of the Project and 

achievement of the Outputs of the Project have been well contributed to attain the Project Purpose, therefore, 

the overall effectiveness of the Project is considered to be high. 

 

(3) Efficiency: Moderately high 

The dispatches of Japanese experts were appropriate in terms of number of persons, duration of works in 

Malawi, and field of specialty in general. However, the timing of dispatches of several short-term experts 

was delayed due to the difficulty in recruitment and affected negatively on the progress of project activities. 

Procurement of equipment and training in Japan were appropriate. The number of assigned Malawian 

counterparts is appropriate. Several officers who were assigned as counterparts changed working places. 

Although new counterpersons were assigned, these personnel changes might be affected for effectiveness of 

the intended capacity building. Budgetary allocation to the project activities by the Malawian side is limited. 

Considering these results of inputs by the Japanese and Malawian sides, it is judged that the efficiency of the 

Project is moderately high. 

 

(4) Impact: 

1) Prospect on achieving the Overall Goal in future: “Capabilities of irrigation engineers/officers and 

extension officers are enhanced in developing/rehabilitating small/medium scale smallholder irrigation 

schemes and in operating the new DoI’s M&E system of irrigation schemes, through the dissemination of 

outputs and achievement of MIDP (guidelines, manuals, instructions, etc.).” 

It is expected that the pilot irrigation schemes will be properly operated (including water management), 

maintained by the farmer’s groups with support of irrigation engineers/officers and extension officers after 

the completion of the Project. It is also expected that elements of MIDP approach will be applied 

continuously to other small/medium scale irrigation schemes in the areas of Blantyre and Machinga 

ISDs/ADDS. For the regular implementation of the new DoI’s M&E system in the 11 districts, budgetary 

arrangement is necessary. For further capacity building of irrigation engineers/officers and extension officers 

by practicing learned knowledge and skills at fields, a systematic capacity building setup will be necessary 

by ensuring competent human resources as trainers, budget for capacity building activities and place for 

practicing (irrigation schemes). When the above-mentioned budgetary arrangement and systematic capacity 
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building setup are made, it is expected to be achieved the Overall Goal. 

 

2) Other impact 

a)  Other donor agencies have utilized of M&E system and data collected 

b)  Utilization of knowledge and skills learned for other projects in 11 districts 

c)  Collaborative relationship among irrigation engineers/officers, extension officers and farmer groups 

has been strengthened 

d)  Increase of farmer income through increase of crop production and reduction of food shortage 

d)  Improvement of farmers’ livelihood 

 

(5) Sustainability:  

Sustainability of the Project in terms of policy is high. In order to ensure organizational, financial and 

technical sustainability of the Project, adequate measures are needed to be taken as described below. 

 

1) Policy sustainability 

Expansion of the irrigated area is considered a priority policy by the Government of Malawi and various 

measures for irrigation development are underway such as the master plan study for irrigation development 

(World Bank supported) and establishment of an irrigation development fund. In addition, importance of 

capacity building of irrigation engineers/officers, extension officers and farmer groups is well recognized by 

the Department of Irrigation in order to develop sustainable irrigation schemes. Therefore, policy 

sustainability of the Project will be secured. 

 

2) Institutional/ organizational sustainability 

Through participation in workshops and trainings of the Project, the various capacities of governmental 

officers are strengthened in general. One of the important characteristics of the Project is capacity building, 

especially practical knowledge and skills through OJT by implementing medium scale pilot irrigation 

schemes. Enhancement of ability in practicing knowledge and skills is considered very important for assuring 

sustainable development of irrigation schemes. The Irrigation Management Service Division in DoI is 

responsible for human resources development in collaboration with the Department of Human Resource 

Management and Development (DHRMD) under Office of the President and Cabinet for sustainable capacity 

building of irrigation engineers/officers and extension officers. 

 

3) Financial sustainability 

Although the Government of Malawi is facing financial difficulty, DoI has made efforts to allocate 

government budget for project activities during the 2013/14 fiscal year amounting 24 million MKW (this 

budget is a part of budgetary allocation to three JICA supported projects which are being implemented by the 

Ministry of Water Development and Irrigation). This effort is appreciated and should be continued to ensure 

financial resources for capacity building, especially strengthening the practical skills of irrigation 

engineers/officers, extension officers, and farmers. 
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4) Technical sustainability 

The aim at improving the capacity of irrigation engineers/officers and extension officers is going to be 

accomplished at a very satisfactory level. It is highly assessed their capacity for an initial stage of the 

practical ability improvement. However, because of the project period (three years), irrigation 

engineers/officers and extension officers, who were involved in the activities in the pilot irrigation schemes, 

were able to practice their knowledge and skills at one or two cycles of development/rehabilitation of 

irrigation schemes from scheme preparation to O&M of schemes. Therefore, there are officers who have 

acquired good practical knowledge and skills on specific technical subjects and can instruct/train other 

officers properly, on the other hand, there are officers who have enhanced their capacity but its degree of 

capacity on specific technical subjects is not high enough. Therefore, there is room for further capacity 

building of officers. 

 

3. Factors that promoted realization of effects 

3-1. Regarding project plan:  None 
3-2. Regarding implementation process 
 There are three promoting factors such as 1) positive involvement of Malawian counterparts and good 

communication among the project team members (the Malawian counterparts and the Japanese experts), 
2) positive participation of the farmers of the pilot irrigation schemes, and 3) appropriate process in 
developing manuals and guidelines. 

 
4. Factors that impeded realization of effects 

4-1. Regarding project plan:  None 
4-2. Regarding implementation process 

 Although it was assumed that construction of irrigation facilities at the pilot irrigation schemes should be 

completed within a dry season, construction works are still on going at 2 pilot irrigation schemes due to 

difficulty of brick making by farmers, which are used as materials of irrigation canals (this is situation at the 

terminal evaluation and construction works will be completed by the end of the project term).Therefore, it 

was necessary to instruct farmers groups on operation and maintenance of irrigation facilities, water 

management and irrigated agriculture. Instruction on water management in dry season (water availability is 

limited compared to rainy season, therefore, more appropriate water management is required) can’t be done 

within the project period.  

 

5. Conclusion 

It is expected that enhancement of capabilities of irrigation engineers/officers, extension officers and 

farmer groups will be achieved by the end of the Project through “Direct management construction system”, 

“Farmer’s self-help participation” and “Involving irrigation and extension officers in all process” etc. It is 

concluded that the Project will be terminated in May 2014 as planned. 

 

6. Recommendations 

6-1. Things to be implemented by the end of the Project 

Implementing process and experiences of MIDP approach should be consolidated in order to apply MIDP 

approach to other sites and to implement systematic trainings. The implementation process and experiences 
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at three pilot sites should firstly be compiled. 

 

6-2. Things to be implemented after the Project 
(1) Application of MIDP approach 
At the mid-term review conducted in November 2012, it was recommended that the process of MIDP approach 

be clarified. Based on the recommendation, the Project made a brochure for “MIDP Approach for Medium Scale 
Irrigation Development in Malawi”, and used it as material of public relations. 

MIDP approach, which has elements of “Direct management construction system”, “Farmer’s self-help 
participation” and “Involving irrigation and extension officers in all process” etc., is an effective approach for 
practical capacity development of irrigation engineers/officers, extension officers and farmer groups. This 
approach has advantages such as; lower construction cost compares with ordinary contract-out construction, 
sustainable operation and maintenance by farmer themselves after construction. The government of Malawi 
appreciates those advantages highly and irrigation engineers/officers and extension officers participated in the 
Project applied MIDP approach to other projects. 

The Team recommends that the government of Malawi should apply MIDP approach to appropriate size of 
irrigation projects. 

 
(2) Extension of MIDP approach 
The Project plans to share MIDP approach with irrigation engineers/officers and extension officers in the 

country at the national workshop to be held before termination of the Project.  

The Team confirmed that the government of Malawi is considering extension of MIDP approach to other 

districts after the Project completion. In order to do that, the Team recommends that necessary trainings 

should be implemented continuously and irrigation engineers/officers, extension officers and farmers groups 

should acquire practical techniques through visit the Project pilot sites and implementation of small and 

medium scale irrigation projects. 

It is necessary that the government of Malawi should establish long-term plan for necessary number of 

irrigation engineers/officers and extension officers, contents and level of required technologies in order to 

conduct systematic trainings. 

 

(3) Utilization of DoI’s M&E system of irrigation schemes 

The Project so far developed DoI’s M&E system and its guideline, and implemented training for use of the 

system targeting irrigation engineers/officers and extension officers in two ISDs/ADDs and eleven districts. 

Since indicators of database are large in number and complicated, and also the number of government staff is 

limited, the Team recommends that necessary indicators and frequency of data update should be improved 

based on size of schemes through continuous trial operation of M&E database. 

 

(4) Collaboration with development partners 

The Project already has good cooperative relationships with other projects supported by several 

development partners. The government of Malawi should have continuous collaboration with development 

partners to apply MIDP approach to new projects for which detail plan are to be made in the second half of 

2014 funded by World Bank and European Union in agriculture and irrigation sector. 

Particularly in M&E sector, the government of Malawi should continue collaboration with AfDB and 

M&E system should be used when new irrigation development projects are implemented with support of 

other development partners. 
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(5) Budget and human resources 

  The government of Malawi should make possible effort to secure necessary budget and human resources 

for implementing above recommendations. 

 

7. Lessons Learned 

(1) Collaboration of different ministries official 

MIDP approach has some effective elements. Particularly collaboration between irrigation 

engineers/officers and extension officers were effective for smooth implementation of small irrigation 

development. This collaborative work of government officers of different ministries will be useful to other 

similar projects in the future. 

 

(2) Involvement of beneficiaries 

The benefit of participation of farmers at all stages was verified through the Project. Now, farmers have 

confidence of project management by themselves in the pilot sites. Good farmer organization and 

hardworking spirit are vital for successful irrigation development. And this brings in sense of ownership. 

 

(3) Participation of local leaderships 

Strong and active participation of local leaderships in irrigation development plays vital role in smooth 

implementation of the Project. Therefore, the same process should be applied to other similar projects. 
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第１章 終了時評価調査の概要 
 
１－１ 調査団派遣の背景 

マラウイ共和国（以下、「マラウイ」と記す）は、UNDP の｢人間開発報告書 2012｣における人

間開発指数値が 186 カ国中 170 番目に位置するなど、世界で最も貧しく生活環境の厳しい国の 1
つである。農業はマラウイの国内総生産（GDP）の 38％、総輸出額の 80％を占める基幹産業で

あるが、農業生産者の大多数を占める小規模農家の多くは天水農業に依存し、干ばつや洪水等の

突発的な自然災害に対して脆弱である。国家の食料安全保障や商業的農業の振興のためには灌漑

農業の導入が必要不可欠であり、マラウイにおける中期国家開発計画である“Malawi Growth and 
Development Strategy：MGDSⅡ（2011-2016）”等の国家計画や農業政策において、灌漑開発は常

に優先課題に掲げられている。 
しかしながら、国内の灌漑可能面積が約 40 万 ha といわれるなか、現在の灌漑面積は約 7.8 万

ha にすぎず、このうちエステート（大規模灌漑）を除いた農家管理灌漑施設は、最小限の政府支

援の下、農民自身によって維持管理されている。したがって、農民の灌漑施設修復・運営・維持

管理能力向上が早急に必要とされている。また、地方の灌漑技師は技術的に課題を多く抱えてお

り、灌漑施設の設計・施工・維持管理に係る一連のプロセスを独自で実施できるよう、能力強化

が必要な状況にある。 
このような背景の下、マラウイ政府の持続可能な中規模灌漑開発事業の推進を支援することを

目的として、「中規模灌漑開発プロジェクト（Medium Scale Irrigation Development Project：MIDP）」
（以下、「本プロジェクト」）が、マラウイ水開発・灌漑省（以下、「水開発省」）灌漑局及び農業・

食料安全保障省（以下、「農業省」）農業普及サービス局（Department of Agricultural Extension 
Services：DAES）、農政局（Agricultural Development Divisions：ADD）を実施機関として 2011 年

6 月より 3 年間の計画で実施されている。本プロジェクトは、灌漑施設の設計・施工・維持管理

を担う灌漑技師と農業普及員の能力強化を目的に実施するものであり、現在、3 名の長期専門家

が派遣され、3 カ所のパイロット事業の実施を通して、ブランタイア灌漑サービス事務所（以下、

「BISD」）及びマチンガ灌漑サービス事務所（以下、「MISD」）管轄下の 11 県の灌漑事業関係者

（灌漑技師、農業普及員、農民グループ）の能力強化を図っている。 
2012 年 11 月に実施した中間レビューにおいて、プロジェクト活動の進捗はおおむね計画どお

りであることが確認された。そのうえで、プロジェクトの成果の一層の拡大のために PDM を修

正するとともに、①MIDP アプローチの確立、②MIDP アプローチの普及方針検討、③灌漑技師

と農業普及員の体系的な能力向上、④灌漑データベースの活用の 4 点についてプロジェクト側へ

提言が出され、マラウイ側へもプロジェクトの管理と調整について提言が残された。 
本プロジェクトの協力期間が 2014 年 5 月で終了を迎えることから、プロジェクト目標や各成

果の達成状況等を確認することを目的とし、本調査団を派遣する。 
 
１－２ 調査団派遣の目的 

本終了時評価では、マラウイ水開発省及び農業省と合同でプロジェクト目標や成果の達成状況

を検証し、評価を行う。また、評価結果に基づき、プロジェクト終了までの活動計画・活動実施

における留意事項やプロジェクト終了後にマラウイ政府側が行うべきことを検討し、提言や教訓

を抽出する。  
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１－３ 評価調査の日程と調査団 

１－３－１ 日程 
2014 年 1 月 15 日（火）～2 月 5 日（水） 
※官団員は 1 月 26 日（日）～2 月 5 日（水）の日程で参団。調査日程の詳細は付属資料 1 を

参照のこと。 
 

１－３－２ 団員構成 

担当分野 氏 名 所 属 

総括/団長 佐藤 武明 JICA 客員国際協力専門員 

灌漑技術 御前 孝仁 
農林水産省農村振興局整備部設計課 
海外農業農村開発情報分析官 

評価分析 道順 勲 中央開発（株）海外事業部 

協力企画 小峯 百合恵 JICA 農村開発部農村開発第二グループ乾燥畑作地帯第一課 

 
１－４ 対象プロジェクト概要 

本プロジェクトは、マラウイの灌漑ガイドラインに基づき、プロジェクト対象地域における灌

漑事業（新規開発・改修）の実施を通じて、計画、設計・施工管理から維持管理に係る灌漑事業

関係者（灌漑技師・農業普及員、農民グループ）の能力強化、及びモニタリング・評価体制の構

築を目的としている。 
（1）協力期間：2011 年 6 月～2014 年 5 月（3 年間） 
（2）実施・協力機関： 

水開発・灌漑省 灌漑局（Ministry of Water Development and Irrigation：MoWDI, Department of 
Irrigation：DoI）、農業・食料安全保障省 農業普及サービス局（Ministry of Agriculture and Food 
Security：MoAFS, Department of Agricultural Extension Services：DAES）、ブランタイア及びマ

チンガ農政局（Blantyre and Machinga Agricultural Development Divisions：ADD） 
（3）対象地域： 

南部州内 3 パイロット事業地区〔Mshikita 地区、Wenzide 地区（以上 2 地区新規）、Tipindule
地区（リハビリ）〕 
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◆プロジェクト概要 （※詳細は付属資料 2 の PDM 参照のこと）

上位目標 
プロジェクト成果（ガイドライン、マニュアル、業務実施解説書等）の普及により、全国の

灌漑技師と農業普及員の、小/中規模灌漑開発事業を実施する能力及び灌漑局の新しい灌漑モニ

タリング・評価（Monitoring and Evaluation：M&E）システムを使用する能力が向上する。 
 
プロジェクト目標 

プロジェクトの対象となる灌漑地区が適切に開発・改修、維持管理及びモニタリングされる

ことにより、灌漑事業関係者（灌漑技師・農業普及員、農民グループ）の能力が強化される。

 
成果 
成果 1： DoI、灌漑サービス地区（Irrigation Service Division：ISD）及び県による灌漑建設事業

（新規開発・改修）のモニタリング評価体制が強化される。  
成果 2： 県の灌漑技師の、調査・計画・EIA・設計・施工能力及び維持管理（Operation and 

Maintenance：O&M）を担う農民グループへの指導能力が向上する。 
成果 3： 農業普及員の、灌漑施設の運用・維持管理・水管理に係る農民組織化能力及び指導能

力が向上する。 
成果 4： プロジェクトの成果が、マラウイ国灌漑事業関係者に普及・共有される。 
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第２章 終了時評価の方法 
 
２－１ 評価手法 

本終了時評価は、「新 JICA 事業評価ガイドライン第 1 版（2010 年）」に沿って、日本側及びマ

ラウイ側メンバーで構成される合同評価チームを結成し、プロジェクト関連資料のレビュー、プ

ロジェクト関係者へのヒアリング、パイロット灌漑事業地区の視察と農民グループからのヒアリ

ングを実施し、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）や活動計

画（Plan of Operations：PO）に基づき、合同評価を行ったものである。評価においては、プロジ

ェクトの実施プロセス、プロジェクト活動の進捗状況、プロジェクトの実績・成果の把握と分析

を行い、また、5 項目評価（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）の観点からの評価

も行った。現地において、評価結果を英文報告書に取りまとめ、評価結果概要を、合同調整委員

会（Joint Coordinating Committee：JCC）会議の際にプロジェクト関係者に説明した。 
 
２－２ 評価項目 

本プロジェクトに関する各種資料〔詳細計画策定調査報告書、中間レビュー調査報告書（案）、

技術協力プロジェクト実施運営総括表（半期報告書）、月例報告書、JCC 議事録、日本人専門家

作成の終了時評価向け資料など〕を参考にしつつ、また、2013 年 3 月 28 日に改訂された PDM（Ver. 
1）に基づき、プロジェクトの成果、5 項目評価、実施プロセスに関する評価設問と収集必要なデ

ータなどを設定した。評価設問などについては、付属資料 3．評価グリッド（和文）を参照のこ

と。 
 
２－３ データ収集方法 

情報・データ収集は以下の方法により実施した。 
情報・データ 

収集方法 
目 的 主な情報源 

①文献調査 プロジェクトに関連

する政策、プロジェ

クトの実績に関連す

る資料 

・ マラウイ政府の国家開発計画（Malawi Growth and 
Development Strategy II 2011-2016） 

・ グリーンベルトイニシアティブ（Green Belt Initiative）
・ 国家灌漑政策及び開発戦略〔National Irrigation Policy 

and Development Strategy 2011（NIPDS）〕 
・ 対マラウイ共和国 国別援助方針（2012 年 4 月）（外務

省） 
・ 国別データブック（外務省） 
・ 詳細計画策定調査報告書（JICA、2011 年 4 月） 
・ 中間レビュー調査報告書（案）（JICA、2012 年 12 月）

・ プロジェクト実施報告書（半期報告書及び月例報告書）

・ 短期専門家の業務完了報告書 
・ 長期専門家作成のプロジェクトの投入・活動・実績に

関する資料 
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②インタビュ

ー 
プロジェクトの実

績・進捗状況及び実

施プロセスに関する

ヒアリング・確認 

・ 日本人専門家（長期専門家 3 名） 
・ マラウイ側カウンターパート（Counterpart：C/P）（灌漑

局本部職員、2 カ所の ISD の職員、パイロット灌漑事業

地区がある県の灌漑技師、農業・食料安全保障省農業

普及サービス局職員、2 カ所の ADD の職員、パイロッ

ト灌漑事業地区がある県の農業普及員） 
・ 3 カ所のパイロット灌漑事業地区の農民グループメン

バー 
③質問票 プロジェクトの実

績、成果の発現状況、

効率性、インパクト、

持続性等に関する事

項の把握 

・ 日本人専門家 
・ マラウイ側主要 C/P 
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第３章 計画達成度 
 
３－１ 投入実績 

３－１－１ 日本側投入 
（1）専門家派遣 

長期専門家が 3 名と短期専門家 5 名が派遣された。担当分野、氏名、派遣期間は表－

１、２のとおりである。 
 

表－１ 長期専門家 

 
担当分野 氏 名 派遣期間 

MM 
（人/月）

1 チーフアドバイザー

/モニタリング評価 
井原 和彦 2011 年 6 月 1 日～2014 年 5 月 31 日 36.5 

2 灌漑施設/水管理 榊 道彦 2011 年 6 月 1 日～2014 年 5 月 31 日 36.5 
3 業務調整/普及 錦織 明 2011 年 8 月 23 日～2014 年 5 月 31 日 33.8 

 
表－２ 短期専門家 

 
担当分野 氏 名 派遣期間 

MM 
（人/月）

1 営農 竹森 英治 2011 年 12 月 7 日～2012 年 2 月 22 日 2.6 

2 農民参加型工事施工

管理 
千葉 伸明 2012 年 9 月 4 日～2012 年 11 月 8 日 2.2 

3 農民組織による灌漑

農業運営管理指導 
赤羽 悦子 2013 年 7 月 11 日～2013 年 10 月 28 日 3.7 

4 灌漑施設管理 岡田 洋昭 2013 年 8 月 6 日～2013 年 9 月 29 日 1.8 
2013 年 10 月 12 日～2013 年 11 月 8 日 0.9 

5 灌漑政策モニタリン

グ評価システム 
正木 学 2013 年 10 月 7 日～2013 年 12 月 3 日 1.9 

 
（2）本邦研修 

終了時評価時点までに 11 名の C/P が本邦研修に参加し、1 名が参加中である。研修

テーマは、「総合的水管理を通じた灌漑排水」「灌漑排水における施設管理及び水管理」

「水稲のための参加型灌漑管理システム」「農業政策作成のための農業統計と計画と設

計」などである。2014 年 2 月から 3 月にかけて、更に 2 名の C/P が本邦研修に参加す

る予定になっている。プロジェクト終了時までの本邦研修参加人数の合計は 14 名にな

る予定である。本邦研修の詳細情報は付属資料 8．合同評価報告書の Annex 7 を参照の

こと。 
 

（3）機材供与 
プロジェクト活動のために日本側が供与した機材には、車両、測量機器（セオドライ

ト、自動レベル、GPS 等）、コンピュータ、プリンター、デジタルカメラ、ビデオカメ

ラなどがある。機材費は、約 0.32 億円。機材の詳細リストについては、付属資料 8．合
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同評価報告書の Annex 8 を参照のこと。 
 

（4）日本側負担現地活動経費 
プロジェクト活動実施のために日本側が負担した活動経費は、2013 年 10 月時点で 1

億 7,870 万 MKW マラウイ・クワチャ（約 41.1 万米ドル）である。この活動経費に含ま

れるものは、交通費、資機材費などである。詳細については、付属資料 8．合同評価報

告書の Annex 9 を参照のこと。 
 

３－１－２ マラウイ側投入 
（1）プロジェクト活動に参加した C/P 

終了時評価時点では、30 名の C/P がプロジェクト活動に参加している。組織別の C/P
の人数を表－３に示す。 

 
表－３ 組織別 C/P 人数 

組      織 C/P の人数（名） 
水開発・灌漑省の本部と灌漑局 5 
農業・食料安全保障省の本部と農業普及サービス局 2 
ブランタイア灌漑サービス局及びマチンガ灌漑サービス局 6 
ブランタイア農政局及びマチンガ農政局 4 
マチンガ県灌漑事務所及びムランジェ県灌漑事務所 8 
マチンガ県農業事務所及びムランジェ県農業事務所 5 

計 30 

 
C/P の詳細リストは、付属資料 8．合同評価報告書の Annex 10 を参照のこと。 

 
（2）マラウイ側負担プロジェクト活動経費 

マラウイ側は以下の経費を負担した。 
1）C/P の給与 
2）県事務所の C/P がパイロット灌漑事業地区におけるプロジェクト活動（建設、コミ

ュニティ動員、工事管理など）に参加するための交通費 
3）政府のプロジェクトマネジメントチームメンバーが本プロジェクトのワークショッ

プ、会議、研修に参加するための交通費 
4）ワークショップや研修のファシリテーター雇用経費 
5）本プロジェクト用に提供された事務スペースのための水道・光熱費などの経費 

 
（3）施設や材料の提供 

マラウイ側は、プロジェクト活動のために以下の施設などの便宜を図った。 
1）灌漑局本部とブランタイア ISD における日本人専門家執務室の提供 
2）県レベル（ムランジェ県とマチンガ県）の C/P 及び日本人専門家の執務室 
3）ワークショップ及び研修開催場所として、Lunzu 研修センターと Zomba 研修セン

ターの会議施設提供 
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4）灌漑及び農業普及関連の既存の政策文書 
5）ブランタイア ISD の図面作成室及び会議室 
6）ムランジェ県及びマチンガ県事務所の車両とオートバイ 

 
３－２ 活動実績 

プロジェクト活動は、プロジェクト開始以降、PDM や PO に沿って実施されてきた。活動

項目ごとの活動の進捗状況及び主な成果並びにプロジェクト残り期間の活動について、終了時

評価調査団がプロジェクトチームメンバーから得た情報に基づき作成したものを表－４に示

す。 
 

 













 

－14－ 

３－３ アウトプットの達成状況 

３－３－１ アウトプット 1 
【灌漑局の新しい灌漑 M&E システムの開発に寄与することを通じて、灌漑技師と農業普及員

の新しいシステムを運用する能力が向上する。】 
アウトプット 1 には 4 つの指標が設定されている。その 4 つの指標の達成度と新しい灌漑

M&E システムがほぼ完成段階にあり、本プロジェクトの対象 11 県でデータ収集とデータ入力

が実施されている状況にあることから判断すると、灌漑技師と農業普及員がこの新しい灌漑

M&E システムを運用する能力が良好に向上しているといえる。「灌漑セクターモニタリング評

価のためのガイドライン（Guideline for Monitoring & Evaluation of the Irrigation Sector）」の取り

まとめと、新しい M&E システムの完成が、まだ残されているものの、アウトプット 1 はほぼ

達成された。 
また、中間レビューにおいて提言された事項に対しては、MIDP アプローチの明確化・確立

やその普及についてなど、おおむね対応がされている。しかしながら、関係者の能力強化に係

る体系的な仕組みについては、プロジェクト終了後もマラウイ政府による継続的な取り組みが

必要になる。 
 

指標 1-1：2014 年 2 月までに達成予定 

灌漑局の新しい灌漑 M&E システムの研修資料が 11 県のために作成される（デー

タベース使用者マニュアル、灌漑指標とコンセプトの定義、データベースメンテナ

ンスマニュアル、M&E ガイドラインなど）。 
 

以下の研修資料などを用いて灌漑 M&E システムに関する各種のワークショップ・研修が実

施された。 
・Monitoring & Evaluation Guidelines（draft） 
・Definitions of Irrigation Indicators and Concepts（draft） 
・Definitions of Dam Information and Concepts（draft） 
・Data Entry Sheet（draft） 
・Dam Data Entry Sheet（draft） 
・User Manual for DoI（draft） 
・User Manual for Stakeholders（draft） 
・DB User’s Manual 

 
2014 年 1 月までに実施された研修や会議の回数は、計 15 回で、主としてプロジェクト対象

11 県の灌漑技師と農業普及員並びに灌漑局本部の職員が出席した（M&E システム関連のワー

クショップ・会議の実施実績の詳細については、付属資料 8．合同評価報告書の Annex 11 を参

照のこと。また、M&E システム関連で作成された資料や文書類のリストは、付属資料 8．合同

評価報告書の Annex 12 参照のこと）。 
作成された資料や文書類の内容の改良が実施され、M&E 実施のための日常的作業計画と研

修計画等を加えて、2014 年 2 月中に「灌漑セクターモニタリング評価のためのガイドライン

（Guideline for Monitoring & Evaluation of the Irrigation Sector）」が取りまとめられる予定となっ
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ている。 
 

指標 1-2：達成された 

研修に出席した 11 県の灌漑技師と農業普及員の 80％以上が新しいシステムを理解

する。 
 

2013 年 7 月、9 月及び 11 月に実施された M&E システム関連のワークショップ/会議におい

て、新しい M&E システムの理解度に関するアンケート調査が、参加者（11 県の灌漑技師と農

業普及員）を対象に行われた。アンケート調査結果によると、90％以上の回答者が、新しい

M&E システムをよく理解したと回答している（アンケート結果の詳細データについては、付

属資料 8．合同評価報告書の Annex 13 を参照のこと）。したがって、研修に参加した灌漑技師

と農業普及員が新しい M&E システムをよく理解したと判断してもよいであろう。 
 

指標 1-3：達成された 

2 つの ISD/ADD において実施された M&E の研修での成果が新しいシステムの開発

に反映される。 
 

以下のワークショップ開催を通じて、新しい M&E システムに関連する文書とデータベース

に対するコメントを灌漑技師や農業普及員から聞き取りし、M&Eシステム開発に反映された。 
（1）Database for M&E Stakeholders’ WS 
（2）Indicator and Definitions WS 
（3）M&E Implementation Meeting 
（4）M&E Data Collection 
（5）Training WS in Data Entry 
（6）Irrigation Database WS 

 

指標 1-4：達成された 

新しいシステムのために改良されたモニタリングフォーム（データベースのための

データ入力シート）と解説書（データベース使用者マニュアル、その他資料）が、

灌漑局によって採用される。 
 

上記で述べたように、各種ワークショップ開催を通じて、また M&E システムの試行を通じ

て、新しい M&E システムのためのモニタリングフォーム（データベースのためのデータ入力

シート）と解説書（データベース使用者マニュアル、その他資料）の改良が進められ、2013 年

に灌漑局が、モニタリングフォームと解説書を採用した。新しい M&E システムを用いて、プ

ロジェクト対象 11 県内の灌漑面積が 5ha 以上の灌漑事業地区を対象にデータ収集が実施され

た。収集されたデータは、いくつかの県においては、コンピュータ内のデータベースに入力済

みで、他の県においては、入力作業が進行中である。 
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３－３－２ アウトプット 2 
【灌漑技師の調査・計画・EIA・設計・施工及び農民グループによる維持管理の能力が向上す

る。】 
アウトプット 2 にも 4 つの指標が設定されている。それら 4 つの指標の達成度と、灌漑技師

と農業普及員からのヒアリング結果、3 カ所のパイロット灌漑事業地区の農民グループメンバ

ーからのヒアリング結果から判断して、灌漑技師の技術的な知識・技能、特にパイロット灌漑

事業地区の活動に参加した灌漑技師の実践的能力は、よく向上しているといえる。したがって、

アウトプット 2 は達成された。 
 

指標 2-1：2014 年 3 月までに達成予定 

国家灌漑基準（NISs）に基づく灌漑開発のための実践用マニュアルと業務実施解説

書が作成され、2 県（マチンガ県、ムランジェ県）で使用される。 
 

既存のガイドライン、マニュアル、関連参考資料のレビュー・編集を通じて、また、国家灌

漑基準（灌漑施設工事に関するもの）に基づき、マラウイにおける中規模灌漑事業開発に係る

技術ガイドライン（Ver.1.0）及び業務実施解説書（Ver.1.0）が作成された。これらガイドライ

ンと業務実施解説書（Ver.1.0）は、マチンガ県とムランジェ県にある 3 つのパイロット灌漑事

業の実施において使用され、また、マチンガ ISD 及びブランタイア ISD の灌漑技師と 11 県の

灌漑技師を対象とする技術研修においても参考資料として使用された。ガイドラインと業務実

施解説書の最終版（Ver.2.0）は、ワークショップ・研修開催時に指摘された事項やパイロット

灌漑事業地区での活動時に県の灌漑技師から指摘された事項を反映しつつ内容を改良し、2014
年 3 月末までに完成させる予定になっている。なお、ブランタイア ISD 及びマチンガ ISD の灌

漑技師から得た情報によると、これらガイドライン及び業務実施解説書の一部内容が、11 県内

の他の灌漑事業開発のために用いられているとのことである。 
 

指標 2-2：達成された 

2 県及び 2ISD の 10 名の灌漑技師が、3 つのパイロット灌漑開発事業地区での新規

開発/改修の実践を通じた技術移転により 11 項目の技術を理解し実践する。 
（対象 11 項目：①調査/計画、②構造物の安定解析、③設計、④製図、⑤積算、⑥

投資効率、⑦工事施工計画、⑧施工管理、⑨EIA、⑩維持管理、⑪農民組織化支援）

 
ブランタイア ISD 及びマチンガ ISD の灌漑技師及び 11 県の灌漑技師を対象に灌漑開発に関

する技術研修やワークショップが開催されてきた（実施されたワークショップ及び研修のリス

トは、付属資料 8．合同評価報告書の Annex 11 を参照のこと）。研修参加者対象に行われたア

ンケート調査結果によると、大半の回答者が学んだ技術を極めて明確にあるいは明確に理解し

たと回答している（アンケート結果については、合同評価報告書の Annex 14 を参照のこと）。 
ブランタイア ISD 及びマチンガ ISD の灌漑技師並びにムランジェ県及びマチンガ県の灌漑技

師を対象として、JICA 専門家による OJT（On-the-Job Training）が実施された。この OJT は、

作成されたガイドラインや業務実施解説書（これら文書には、測量、計画、安定計算、設計、

製図、費用積算、建設管理、EIA、経済効率を含む）を用いて、3 カ所のパイロット灌漑事業
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地区の新規開発あるいはリハビリのための活動の実践を通じて完了しつつある。この OJT は、

プロジェクトが終了する 2014 年 5 月末まで継続する予定である。 
 

指標 2-3：達成された 

マチンガ県、ムランジェ県を除く 9 県において、研修（パイロット灌漑開発事業地

区での OJT を除く）に参加した灌漑技師の 80％以上が、11 項目の技術を理解する。

 
上記で述べたように研修参加者に対するアンケート調査結果によると、大半の参加者（平均

では約 98％）が、習った技術項目を極めて明確にあるいは明確に理解したと回答している（ア

ンケート調査結果については、付属資料 8．合同評価報告書の Annex 14 参照のこと）。 
 

指標 2-4：達成された 

3 つのパイロット灌漑開発事業地区の農民グループを対象とした維持管理と水管理

に関する技術研修が、計画に基づいて灌漑技師によって実施される。 
 

灌漑技師と農業普及員が中心となって、3 カ所のパイロット灌漑事業地区の農民グループを

対象として、5 日間の「農民グループ講習会（参加型建設、維持管理、水管理、農業技術）」が、

2013 年 5 月に実施された。その後、2013 年 10 月には、それぞれのパイロット地区を担当する

灌漑技師と農業普及員によって、パイロット灌漑事業地区ごとの事業特定計画が作成された。

その後、事業特定計画に基づき、灌漑技師及び農業普及員は、農民グループに対して、施設の

維持管理及び水管理について指導を行ってきている。 
 

３－３－３ アウトプット 3 
【農業普及員の灌漑施設の維持管理と水管理のための小規模農家への農民動員/組織化に係る

指導能力が向上する。】 
アウトプット 3 にも 4 つの指標が設定されている。それら 4 つの指標の達成度と、灌漑技師

及び農業普及員からのヒアリング結果、3 カ所のパイロット灌漑事業地区の農民グループメン

バーからのヒアリング結果から判断して、農業普及員の灌漑事業開発に関する知識・技能、特

に、農民を指導する実践的スキルがよく向上したといえる。したがって、アウトプット 3 は達

成された。 
 

指標 3-1：2014 年 3 月までに達成予定 

灌漑施設の維持管理と水管理のための実践用マニュアルと解説書が、3 つのパイロ

ット灌漑開発事業地区で使用される。 
 

プロジェクトの第 1 年目に、農業普及員のための灌漑施設の維持管理及び水管理に係るマニ

ュアルの原型（Ver.1.1）が作成された。このマニュアルは、灌漑技師や農業普及員によって、3
カ所のパイロット灌漑事業地区で使用されたほか、11 県内の他の灌漑事業地区でも用いられた。

パイロット灌漑事業地区での利用を通じて、このマニュアルの内容が適切であるかどうかを検

証した結果と、2013 年 10 月に開催されたワークショップ時に灌漑技師及び農業普及員から聴
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取したマニュアルの内容に対する指摘事項を考慮して、マニュアルの改訂が進められている。

最終版（Ver. 2.0）の完成は、2014 年 3 月中となる予定である。なお、マニュアルの名称は、「小

規模農民動員による灌漑施設の維持管理と水管理に関する農業普及員と灌漑技師向けマニュ

アル」“Manual for Agriculture Extension/Irrigation Officers on Operation & Maintenance of Irrigation 
Facilities and Water Management by Mobilizing Smallholder Farmers”となる予定である。 

 

指標 3-2：達成された 

3 つのパイロット灌漑開発事業地区を担当する 2 名の AEMO と 2 名以上の農業普及

員が、3 つのパイロット灌漑開発事業地区での新規開発/改修の実践を通じた技術移

転により 4 項目の技術を理解し実践する。 
（対象 4 項目：①維持管理、②水管理、③農民動員/組織化、④営農） 

 
OJT を受けつつ、ムランジェ県とマチンガ県所属の 2 名の AEMO（農業普及手法官）と 3 名

の AEDO（農業普及員）は、学んだ知識・スキルを用いて、パイロット灌漑事業地区の農民に

対する指導（灌漑農業における施設の維持管理、水管理、農民の動員、営農等）を実践した。

これらの農業普及員は、以下に示すワークショップ/研修への参加並びに灌漑事業地区で実践す

ることを通じて技術項目に関する理解を深めた。 
（1）短期専門家による農民及び土壌調査（2011 年 12 月～2012 年 1 月） 
（2）Dedza 県にある類似灌漑地区へのフィールドツアー（2012 年 1 月） 
（3）短期専門家による営農に関するワークショップ（2012 年 2 月） 
（4）マニュアル改訂（Ver.1 から Ver.1.1 へ）に係るワークショップ（2012 年 2 月） 
（5）短期専門家による圃場への堆肥施肥に関する啓発活動（2012 年 2 月） 
（6）農民フィールド視察及び報告会（Msikita 及び Wenzide 地区、2012 年 6 月） 
（7）村落リーダー交換プログラム（2012 年 8 月） 
（8）農業普及員のためのセミナー及びパイロット灌漑事業地区訪問（2012 年 9 月） 
（9）短期専門家による建設工事に関するワークショップ（2012 年 10 月） 

（10）農民グループ研修（各パイロット灌漑事業地区で 3 セッション、2013 年 4 月から 5 月に

かけて） 
（11）短期専門家による活動で、農民組織に関するワークショップ 3 回と事業特定計画作成

（2013 年 7 月から 10 月にかけて） 
（12）マニュアル改訂（Ver.1.1 から Ver.2 へ）に係るワークショップ（2013 年 10 月） 
（13）短期専門家による参加型施工に関するワークショップ（2013 年 10 月） 
（14）農民管理による灌漑事業の施設維持管理に係るワークショップ（2014 年 1 月） 

 

指標 3-3：達成された 

研修（パイロット灌漑開発事業地区での OJT を除く）に参加した 2 県（マチンガ

県、ムランジェ県）の農業普及員の 80％以上が、4 項目の技術を理解する。 
 

灌漑事業開発、特に灌漑計画作成のため、そして「小規模農民動員による灌漑施設の維持管

理と水管理に関する農業普及員と灌漑技師向けマニュアル」改訂のためのワークショップが、
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2013 年 10 月 8 日から 10 日にかけて実施された。ワークショップ参加者は、11 県の農業普及

員と灌漑技師、そしてブランタイア ISD/ADD 及びマチンガ ISD/ADD の職員である。参加者に

対するアンケート調査結果によると、90％以上の回答者が、農民による灌漑事業の維持管理、

農民による灌漑用水管理、農民による灌漑農業、農民グループ強化等の技術項目について理解

したあるいは知識を獲得したと回答した（アンケート結果については、付属資料 8．合同評価

報告書の Annex 15 を参照のこと）。 
 

指標 3-4：達成された 

3 つのパイロット灌漑開発事業地区の農民グループを対象とした維持管理と水管理

に関する技術研修が、計画に基づいて農業普及員によって実施される。 

 
農業普及員は（灌漑技師と協力しつつ）、3 カ所のパイロット灌漑事業地区の農民グループを

対象に実施された以下の集中的な研修コースを実施した。 
 

表－５ 農民グループで対象に実施された研修 

 テーマ 実施時/場所 
1）5 日間の講習会 グループ・ダイナミックスや紛争管

理等について 
2013 年 5 月、3 パイロット灌漑事業

地区 
2）5 日間の講習会 維持管理、水管理、営農等について 2013 年 5 月、3 パイロット灌漑事業

地区 
3）3 日間の講習会 記録管理、営農計画等について 2013 年 5 月、3 パイロット灌漑事業

地区 
 

その後、ムランジェ県とマチンガ県の農業普及員が灌漑技師と一緒に（農民組織による灌漑

農業運営管理指導担当の短期専門家の指導を受けつつ）、3 カ所のパイロット灌漑事業地区にお

いて農民グループ集会を開き、農民グループに対して施設の維持管理と水管理について説明し

た。その結果、2013 年 10 月には、パイロット灌漑事業地区ごとの事業特定計画が作成された。

農業普及員と灌漑技師の監督の下、事業運営において、作成された事業特定計画が適用されて

いる。今後も、作成された事業特定計画に基づき、農業普及員と灌漑技師が、水管理と灌漑施

設の維持管理等に関する農民への指導・研修を継続することになっている。 
 

３－３－４ アウトプット 4 
【プロジェクトの成果が、マラウイの灌漑開発関係者に普及・共有される。】 

MIDP アプローチの特徴、作成されたマニュアルやガイドライン、パイロット灌漑事業地区

での活動を通じて得られた良い成果や優良事例等の本プロジェクトの成果は、2014 年 4 月ある

いは 5 月に開催予定の県ワークショップ及び全国ワークショップで発表される予定になってい

る。したがって、アウトプット 4 は、プロジェクト期間内に達成される見込みである。 
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指標 4-1：2015 年 5 月までに達成予定 

県でのワークショップ参加を通じて、2 つの ISD/ADD 管内の 11 県のすべての灌漑

技師と農業普及員に「灌漑開発」と「灌漑施設の維持管理と水管理」のための実践

用マニュアルと業務実施解説書が配布される。 
 

ブランタイア ISD/ADD 及びマチンガ ISD/ADD 管轄下の 11 県のすべての灌漑技師と農業普

及員は、各種ワークショップ/研修への参加を通じて、以下のマニュアルや業務実施解説書のド

ラフト版を受領した。 
（1）マラウイにおける中規模灌漑開発のための技術ガイドライン“Technical Guidelines on the 

Development of Medium Scale Irrigation Schemes in Malawi” 
（2）マラウイにおける中規模灌漑開発のための業務実施解説書“Instruction on the Development 

of Medium Scale Irrigation Schemes in Malawi” 
（3）小規模農民動員による灌漑施設の維持管理と水管理に関する農業普及員と灌漑技師向け

マニュアル“Manual for Agriculture Extension/Irrigation Officers on Operation & Maintenance 
of Irrigation Facilities and Water Management by Mobilizing Smallholder Farmers” 

（4）灌漑セクターモニタリング評価ガイドライン“Guideline for Monitoring & Evaluation of the 
Irrigation Sector” 

 
2014 年 4 月あるいは 5 月に 11 県の灌漑技師と農業普及員を招いて県ワークショップが開催

される予定になっており、その際にマニュアル・ガイドラインの最終版が配付される予定であ

る。 
 

指標 4-2：2015 年 5 月までに達成予定 

プロジェクト成果を共有するための全国を対象とするワークショップに、全国の

80％以上の県から灌漑技師と農業普及員の参加を得る。 
 

2014 年 4 月あるいは 5 月にプロジェクト成果を発表するための全国ワークショップを開催す

る予定である。全県から灌漑技師と農業普及員を招く予定である。 
 
３－４ プロジェクト目標の達成状況 

【パイロット灌漑開発事業地区において新規開発/改修・維持管理及びモニタリングされることに

より、灌漑開発関係者（灌漑技師・農業普及員、農民グループ）の能力が強化される。】 
プロジェクト目標に関する 4 つの指標の達成度と、灌漑技師及び農業普及員、農民グループメ

ンバー及び日本人専門家からのヒアリング結果から判断して、パイロット灌漑事業地区での活動

にかかわった灌漑技師・農業普及員、農民グループの能力は、プロジェクト活動を実施すること

によってよく強化されたといえる。まだ灌漑施設工事が完成していない 2 カ所のパイロット灌漑

事業地区では、残りのプロジェクト期間中、残されている建設工事の実施と能力強化活動が継続

される。したがって、プロジェクト終了時までにはプロジェクト目標は達成される見込みである。 
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指標 1：部分的に達成された 

灌漑開発事業に関するモニタリング（情報収集、入力、分析）と報告が、灌漑局の新

しい灌漑 M&E システムを活用して 11 県の灌漑技師らによって年 1 回行われる。 

指標 2：部分的に達成された 

灌漑開発事業に関するモニタリング（情報収集）と報告が、灌漑局の新しい灌漑 M&E
システムの改良されたモニタリングフォームにより、11 県の農業普及員らによって年

1 回行われる。 
 

マチンガ ISD/ADD 管轄下の 4 県では、灌漑局の新しい M&E システムを用いて、2012 年及び

2013 年に、5ha 以上の灌漑面積をもつ灌漑事業地区のデータ収集が、灌漑技師と農業普及員によ

って実施された。ブランタイア ISD/ADD 管轄下の 7 県では、2013 年に灌漑事業地区のデータ収

集が実施された。いくつかの県事務所では、収集されたデータのコンピュータへの入力が終了し

ているが、いくつかの県事務所では入力作業が進行中である。県事務所で入力されたデータは、

ISD 事務所で取りまとめられ、その後、灌漑局本部に送られ、取りまとめられることになる。 
 

表－６に本プロジェクトの対象 11 県で行われた灌漑事業地区モニタリング結果を示す。 
 

表－６ 灌漑事業地区モニタリング結果 

 県 名 
データ収集された 
灌漑事業地区数 

モニタリングが 
実施された年 

備考（モニタリング費用

負担者） 
1 Mulanje 31 2013 JICA 
2 Palombe 5 2013  ORT＊ 
3 Mwanza 40 2013 ORT 
4 Chirazulu 15 2013 ORT 
5 Blantyre 17 2013 ORT 
6 Thyolo 20 2013 ORT 
7 Neno 11 2013 ORT 
8 Machinga 40 2012 & 2013 JICA 
9 Balaka 11 2012 & 2013 JICA 
10 Mahgochi 23 2012 & 2013 JICA 
11 Zomba 41 2012 & 2013 JICA 
 計 254 --- --- 
＊ORT：Other Recurrent Transaction（マラウイ政府の経常経費） 

 

指標 3：部分的に達成された 

3 つのパイロット灌漑開発事業地区の年間の維持管理計画が、県の担当職員の支援を受

けた農民グループによって策定・実施される。 
 

ムランジェ県及びマチンガ県の灌漑技師と農業普及員は、農民グループ集会の開催結果を反映

させつつ、3 カ所のパイロット灌漑事業地区（Msikita, Tipindule 及び Wenzide）の事業特定計画を

作成した。この事業特定計画に記載されている内容は、灌漑施設の維持管理計画、圃場区画配分
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計画、水管理、営農（栽培カレンダー含む）、農民グループの機能などである。この事業特定計

画は、パイロット地区ごとに、2013 年 10 月に作成された。計画作成後、灌漑技師や農業普及員

が農民グループを支援しつつ、計画に沿って農民グループが活動を進めている。良好な水管理と

灌漑施設の適切な維持管理を行うためには、県職員（灌漑技師と農業普及員）が引き続き、農民

グループを支援する必要がある。 
 

指標 4：2015 年 3 月までに達成予定 

合計受益人口約 750 名の 3 つのパイロット灌漑開発事業地区において、すべての事業

対象地域（60ha＋42ha＋50ha＝152ha）の 70％以上が、適切な維持管理と水管理によっ

て灌漑される。 
 

1 カ所（Wenzide）のパイロット灌漑事業地区の灌漑施設建設は完了しているが、あと 2 カ所の

パイロット地区については、建設工事中である。表－７に、地区ごとの建設工事の開始時期、工

事の進捗度、建設工事完了予定時期（見込み）を示す。 
 

表－７ 地区ごとの建設工事の開始時期・進捗度・完成予定 

地区名 建設工事開始 工事の進捗度 建設工事完了時期（見込み） 
Wenzide 
（マチンガ県） 

2012 年 10 月 100％ 
（2013 年 11 月完了）

水路内面のモルタル塗りが残さ

れている。 
Msikita 
（ムランジェ県） 

2012 年 8 月 85％ 2014 年 2 月末 

Tipindule 
（ムランジェ県） 

2013 年 5 月 幹線水路：40％ 
二次水路：60％ 

幹線水路：2014 年 2 月 
二次水路：2014 年 4 月 

 
表－８に、計画灌漑面積、実際の灌漑面積、登録農民数を示す。 
 

表－８ 地区ごとの計画灌漑面積・登録農民数 

地区名 新規/リハビリの区別 計画灌漑面積（ha） 実際の灌漑面積（ha） 登録農民数（人）

Wenzide リハビリ 42 35 ha（昨季：乾期） 206 
Msikita 新規開発 61 42 ha（昨季：乾期） 331 
Tipindule リハビリ 50 25 ha（今季：雨期） 160 
 計 153 102 697 

 
2 カ所のパイロット灌漑事業地区における灌漑施設工事がまだ完了していないが、計画灌漑面

積に対して、実際に灌漑できている面積は約 67％である（153ha 中、102ha で灌漑ができている）。

パイロット灌漑事業地区の農民グループは、灌漑技師と農業普及員の指導を受けつつ水管理と灌

漑施設の維持管理を実践している。まだ施設工事が完了していないパイロット地区の工事が完了

し、灌漑技師と農業普及員の助言を受けつつ、農民グループが事業特定計画に沿って水管理と維

持管理を継続するならば、プロジェクト終了時までには、対象地域の 70％以上の面積で、適切な

維持管理と水管理が実施されるであろうと考えられる。 
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第４章 実施プロセス 
 
４－１ プロジェクト・マネジメント 

終了時評価以前に、合同調整委員会（JCC）会議が 2 回開催されている。第 1 回 JCC 会議は 2011
年 10 月 21 日に、そして第 2 回 JCC 会議は中間レビュー調査が実施された 2012 年 12 月 5 日に開

催された。第 1 回目の JCC 会議では、プロジェクト概要、プロジェクト活動の計画、プロジェク

トに対する投入、プロジェクト実施体制、プロジェクト活動の進捗状況、日本・マラウイ国側双

方の資金計画についての説明が行われた。第 2 回 JCC 会議では、プロジェクト活動の進捗状況、

今後の活動計画、中間レビュー調査結果の説明などが行われた。 
本プロジェクトの活動進捗状況の説明は、灌漑局が開催する定例会議である月例会議（灌漑局

本部で開催）と灌漑局年次会議（全国から関係者が集まる）でも行われてきている。この定例会

議への出席を通じて、灌漑局職員だけでなく、他ドナー支援プロジェクトの責任者とも、本プロ

ジェクトの活動進捗状況や成果について情報共有が図られている。 
アウトプット 1（M&E システムの開発・利用に関する能力強化）及びアウトプット 4（プロジ

ェクト成果の関係者への普及）に関するプロジェクト活動のマネジメントは、灌漑局本部で行わ

れている（M&E システム担当の長期専門家が灌漑局本部内で執務している関係で）。アウトプッ

ト 2及びアウトプット 3（灌漑技師と農業普及員の灌漑事業開発に係る技術的知識や技能の向上）

に関するプロジェクト活動のマネジメントは、ブランタイヤ ISD 及びマチンガ ISD で行われてい

る（なお、灌漑施設/水管理及び業務調整/普及担当の長期専門家は、ブランタイア ISD 内で執務

している）。 
プロジェクト・マネジメントはプロジェクトチームメンバー（JICA 専門家とマラウイ側 C/P）

間の密接なコミュニケーションと協働の下で適切に進められてきている。 
 
４－２ プロジェクトのオーナーシップ 

マラウイ側が配置した C/P の人数は適切であると考えられる。人事異動に伴い、C/P の勤務場

所が変わった際には、後任の C/P を適時に配置してきている。さらに、マラウイ側 C/P は、積極

的にプロジェクト活動に参加しており、本プロジェクトで学んだ知識・技術を他の灌漑事業実施

において適用している。マラウイ側は、本プロジェクトの成果としての灌漑面積の増加と政府職

員の能力向上を非常に歓迎している。全般的にみて、マラウイ側の本プロジェクトに対するオー

ナーシップは高いといえる。 
 
４－３ プロジェクト実施に影響を与えたその他要因 

プロジェクト活動実施に良い影響を与えた要因としては、以下の点が挙げられる。 
（1）マラウイ側 C/P の積極的な関与とプロジェクトチームメンバー間（マラウイ側 C/P 及び日

本人専門家）の良好なコミュニケーション 
マラウイ側 C/P の大半が灌漑開発にかかわる技術的事項の知識を有していたものの、技術

を統合的に用いて実践するという高い実務能力までは有していなかった。プロジェクト開始

初期段階からマラウイ側 C/P は、プロジェクト活動に積極的に参加するようになったが、そ

の理由は、能力強化と灌漑面積増加の両方を実現できるからである。灌漑技師と農業普及員

並びに日本人専門家が、良好なコミュニケーションと良好な協力関係を築きつつ、パイロッ
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ト灌漑事業地区において技術項目を実践することによって、政府職員の能力向上が効果的に

進捗し、チームワークも築かれた。 
 
（2）パイロット灌漑事業地区の農民の積極的な参加 

農民の積極的参加を促した効果的な取り組みとしては、地域の権威者、例えば、地域の伝

統的権威者や村長の支援を得つつ、また県を含めた行政を巻き込みつつ、農民に対する適切

な啓発（関係者の利害調整、紛争解決を含む）や農民の動員（意思決定プロセスへの巻き込

み）を進めたことである。この点に加え、農民が、他の類似灌漑事業（Dedza 県内）を訪問

したり、本プロジェクトのパイロット灌漑事業地区（Msikita 及び Wenzide）を相互訪問した

りする機会を設けて、事業の実施プロセスの理解、プロジェクト・マネジメント、問題解決、

成功要因等の理解を促すとともに、農民間での情報交換や意見交換を行ったことも有効な取

り組みであった。これらの活動・取り組みは、農民の積極的な参加かつ協力的な姿勢を引き

出すうえで良い効果があった。 
 
（3）マニュアル及びガイドラインの作成プロセスの適切さ 

マニュアルやガイドライン作成過程においては、ドラフト版をワークショップなどでの研

修に用いたり、パイロット灌漑事業地区での実践に用いたりした。また、ワークショップを

開催し、ドラフト版のマニュアル及びガイドラインに対する意見・コメントを聴取している。

特に、パイロット灌漑事業地区でドラフト版を使用してみて、利用者によって理解しやすい

かどうかチェックした後に、内容の改善を行っている（現在、最終版作成に向けて改訂中）。

このような作成プロセスを経ているので、マニュアルやガイドラインは、利用者にとって非

常に理解しやすいものになることが期待される。 
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第５章 評価 5 項目による評価結果と結論 
 
５－１ 妥当性 

以下に述べる事項から判断して、本プロジェクトの妥当性は高い。 
 
（1）ターゲット・グループ（灌漑技師・農業普及員、農民グループ）の能力向上ニーズ及び対

象地域のニーズとの整合性 
大規模灌漑事業の設計及び建設工事は、建設/設計会社に委託して実施される一方、小規模

灌漑事業の場合は、灌漑技師と農業普及員が、設計、施工管理、農民グループに対する施設

の維持管理指導・管理や営農指導を行う。なお、本プロジェクト開始前（詳細計画策定調査

時）に実施された調査結果によると、灌漑技師と農業普及員の能力に関して以下の指摘があ

った。 
1）灌漑技師は、学生時代に基礎的な学力を身につけているが、その知識を現場で実際に適

用するだけの高い技能は身につけていない。 
2）新規の灌漑事業開発やリハビリ事業のための実践的なマニュアルやガイドラインが十分

には作成されていない。 
3）農業普及員は、灌漑技術に関する十分な知識を有していないため、農民に対して灌漑技

術を適切に助言・指導できていない。 
4）灌漑事業のモニタリング・評価（M&E）システムが十分には開発されていない。 
このような状況であったこと、そして、本プロジェクトでは、灌漑技師と農業普及員の小・

中規模灌漑事業の新規開発・改修並びに水管理、維持管理、M&E システムに関する能力強

化を目的としていることから、本プロジェクトは、灌漑技師と農業普及員のニーズに合致し

ているといえる。 
マラウイでは、人口の 8 割近くが小規模農家で同国の貧困層の大半を占め、慢性的な食料

不足に陥っているといわれている。プロジェクト対象地域の多くは、天水農業を主体とした

農村地帯であり、気候変動に伴う不安定な降雨パターンによるリスクが増加するなか、灌漑

地区の新規開発やリハビリを通じて、灌漑農業による農業生産の安定化及び生産量増加並び

に食料安全保障に寄与することが重要なニーズとなっている。 
 
（2）マラウイの国家政策等との整合性 

マラウイ政府の国家開発計画“Malawi Growth and Development Strategy II 2011-2016”では、

9 つの優先分野が示されており、そのなかには、「灌漑及び水開発」及び「農業及び食料安全

保障」が含まれている。前政権時に、灌漑開発・改修等を通じて各種作物栽培振興を図る目

的で策定されたグリーンベルトイニシアティブ“Green Belt Initiative”政策も継続実施されて

いる。国家灌漑政策及び開発戦略“National Irrigation Policy and Development Strategy 2011：
NIPDS”1では、本プロジェクトで用いられたアプローチである「参加型アプローチ」「小規

模灌漑開発」「コストの最適化」「M&E システムの強化」などが重要視されている。したが

って、本プロジェクトの目的は、上記のマラウイ政府の政策との整合性があるといえる。 

                                                        
1 終了時評価時点では、政府承認されていない。 
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（3）わが国の対マラウイ援助方針との整合性 
わが国の対マラウイの国別援助方針（2012 年 4 月）では、2 つの重点分野が示されており、

そのうちの 1 つが「農業・鉱業などの産業育成のための基盤整備」であり、「高い人口増加

率に対して食料自給を維持するためには、主要産業である農業の生産性向上は不可欠であり、

灌漑開発や土壌肥沃度向上のための支援を行う」としている。また、「行政分野における人

材育成と組織能力強化を支援する必要がある」としている。本プロジェクトは、灌漑開発・

改修にかかわる人材（政府職員及び農民）の能力強化を通じて、小・中規模灌漑事業の新規

開発・改修に貢献することを目的にもつことから、わが国の対マラウイ援助政策との整合性

は確保されているといえる。 
 
（4）プロジェクトアプローチの適切さ 

本プロジェクトの主たる目的は、灌漑事業の新規開発・リハビリ、施設の維持管理、灌漑

事業のモニタリング・評価を通じて、灌漑技師・農業普及員、農民グループの能力向上を図

ることである。能力向上のために、理論面の能力強化のための研修/ワークショップを実施す

るだけでなく、パイロット灌漑事業地区を利用した OJT が実施されている。OJT を受けるこ

とを通じて、政府職員及び農民達は、灌漑事業開発に関する実践的な知識・技能を身につけ、

能力の向上につながっている。本プロジェクトで採用したアプローチ（MIDP アプローチ）

には、次のものがある。 
1）政府直接管理施工 
2）農民参加型施工 
3）すべてのプロセスに灌漑技師と農業普及員が参画する 
4）体系的な研修 
5）低投入型で、簡易な技術の採用 
6）パイロット灌漑事業の活用 

MIDP アプローチの優位点として確認されたのは、 
1）施設建設完了後の灌漑施設の適切な維持管理に関する農民グループの意識向上が容易で

あること 
2）灌漑事業実施における政府予算支出を低減化できること、である。 

このような観点から、本プロジェクトが用いたアプローチは適切であったと判断できる

〔MIDP アプローチについての概要がパンフレット（英文）になっている。付属資料 4 を参

照のこと〕。 
 
（5）わが国がもつ技術的優位性 

JICA は、マラウイにおいて各種の灌漑開発関連の支援を実施してきた経験があり、灌漑セ

クターの技術協力プロジェクトの経験や成果が本プロジェクトで活用されている（協力実績

については、付属資料 5 を参照のこと）。具体的には、灌漑事業の実施手順、農民による施

設の直接施工、能力強化において優先すべき技術項目などである。また、マラウイ内だけで

なく、他の国でも、JICA は、灌漑分野に従事する政府職員の能力強化にかかわるいろいろな

技術協力プロジェクトを実施してきている。したがって、JICA は、これらの協力を通じて蓄

積された経験や成果をマラウイで効果的に適用することができる技術的優位性をもってい
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る。 
 
５－２ 有効性 

プロジェクト終了時までにプロジェクト目標が達成できる見通しであり、本プロジェクトの有

効性は、以下に述べる点から判断して高いといえる。 
 
（1）プロジェクト目標の達成度について 

能力向上のためのプロジェクト活動はおおむね順調に進捗している。灌漑技師・農業普及

員及び農民グループは、プロジェクト活動において、学んだ知識・技能を実践しつつ、能力

を向上させてきた。ただし、3 カ所あるパイロット灌漑事業地区のうち、2 カ所では、灌漑

施設の建設工事が進捗中である。したがって、更に能力強化を図るためには、パイロット灌

漑事業地区において、事業特定計画に沿って計画を実践することが必要である。灌漑局の新

しい M&E システムの開発はほぼ完成に近づいており、データ収集された情報の入力作業が

現在進められている。このような状況にあることから、プロジェクト終了時までには、プロ

ジェクト目標の達成水準が満足できるものになると見込まれる。 
 
（2）アウトプットの達成が、プロジェクト目標達成につながっているかどうかについて 

本プロジェクトでは以下の点での能力強化に向けた努力が傾注された。 
1）灌漑事業に関する灌漑局の新しい M&E システムを実施できるようになるための灌漑技師

と農業普及員の能力向上（アウトプット 1） 
2）測量、計画、EIA、設計、施工、農民による維持管理等に関する灌漑技師の能力向上（ア

ウトプット 2） 
3）農民動員、灌漑施設の維持管理及び水管理に関する農民への指導などの面での農業普及

員の能力向上（アウトプット 3） 
4）プロジェクト成果（作成されたマニュアルたガイドライン）の配付と共有（アウトプッ

ト 4） 
終了時評価チームは、アウトプット 1、2、3 の達成度は良好であり、本プロジェクトに参

画した灌漑技師と農業普及員の実践的知識・技能を含む能力がよく強化されたと判断してい

る。そして、アウトプット 1、2、3 の達成度が良好なことが、プロジェクト目標を達成する

うえで寄与していると考える（ちなみに、アウトプット 4 は、2014 年 4 月あるいは 5 月に達

成される見込みである）。 
 
５－３ 効率性 

以下に述べる点から判断して、本プロジェクトの効率性は、やや高いと判断する。 
 

５－３－１ 日本側投入の適切さについて 
日本人専門家（長期専門家 3 名及び短期専門家 5 名）の派遣は、人数、派遣のタイミング、

マラウイ滞在期間、専門分野においておおむね適切であった。日本人専門家からマラウイ側

C/P（灌漑技師・農業普及員）に対する技術・知識の移転は効果的に実施されてきている。ま

た、3 カ所のパイロット灌漑事業地区の農民グループの能力強化にも貢献している。しかしな
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がら、一部の短期専門家の派遣時期については、募集手続きとの関連2で派遣時期が計画より遅

れた。2 名の短期専門家（2012 年派遣の「農民参加型工事施工管理」専門家と 2013 年派遣の

「農民組織による灌漑農業運営管理指導」専門家）の派遣が、約 1 カ月遅れたことが、パイロ

ット灌漑事業地区の灌漑施設建設工事の進捗にマイナスの影響を与えた。ただし、建設工事の

遅れが生じたことは、一方で、マラウイ側関係 C/P に、以下の点を考えさせる良い機会を提供

することにもなった。 
（1）なぜ建設工事がスケジュールどおりに完了しないのか。 
（2）建設工事遅延の主たる原因が何で、どのような対応策をとるべきなのか。 
このような点を考えさせることによって、建設マネジメントの重要性が関係者によって確認

され、政府職員の能力強化に貢献する機会ともなった。 
プロジェクトの第 1 年目に、測量機器、設計・調査・積算に用いる機器、パイロット灌漑事

業地区向けの建設工事用の各種機器、研修実施に用いる機器、事務機器などが、プロジェクト

対象の ISD 事務所及び県事務所向けに調達された。第 2 年目及び第 3 年目には、追加の機器と

して主として、研修に用いる機器が調達された。調達された機器は、プロジェクト活動のため

に、おおむね有効に活用されている。 
C/P 向けの本邦研修は、参加者の能力向上のために良い機会を提供してきた。参加者の一部

は、帰国後、日本で学んだことを他の灌漑技師と農業普及員に説明し、情報共有を図っている。

C/P を対象に行ったアンケート調査の結果によると、研修内容は、C/P の業務内容と関連する

ものであり、有用な知識・技能を学べ、マラウイでの業務に適用できるとする意見がみられた。

なお、研修期間については、研修内容すべてを十分に理解するには、足りなかったとする意見

もみられた。 
 

５－３－２ マラウイ側投入の適切さについて 
プロジェクト期間全体では、C/P としてプロジェクト活動に参加したのは、41 名の政府職員

である。終了時評価時点で配置されている C/P は、30 名である。配置されている C/P の人数は

適切であると判断される。ただし、C/P によっては、人事異動3に伴い勤務地が変わり、C/P と

しての配置から外れている（人事異動が大半で、政府職員を辞めた人は少ない）。このような

人事異動が生じた場合、代わりの C/P の配置が適期に行われている。ただし、新しい C/P が配

置された場合、再度の能力向上が必要になるので、能力向上の効率性を低下させる要因にはな

り得る。 
「３－１－２ マラウイ側投入」で述べたように、マラウイ側は日本人専門家用の執務室を

灌漑局本部（首都リロングウェ）とブランタイア ISD に用意した。また、Lunzu と Zomba の

Residential Training Centers（RTC）の会議室やワークショップ用施設も提供した（研修やワーク

ショップ開催用）。さらに県事務所の車両やオートバイの利用の便宜も図った。マラウイ側の

プロジェクト活動に対する予算支出は限定的である。ただし、前述したように、マラウイ側は

                                                        
2 専門家募集の公示をかけても、応募者がなく、何回も再公示した後に、ようやく応募者が得られた。そのため、想定した派

遣時期よりも、実際の派遣が遅れることになった。 
3 人によって異なるが、灌漑技師の場合、2～3 年で人事異動が生じる場合はある一方で、10 年程度同じ勤務地である場合も

あるとのこと。今後の技術協力プロジェクトでは、このような頻度の高い人事異動があることを前提として、2～3 年間で

一定の能力向上が可能なアプローチをとる必要があると考えられる。 
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各種費用を負担している（C/P の給与、県事務所とパイロット灌漑事業地区間の交通費、ワー

クショップや研修に参加するための交通費、ワークショップや研修のファシリテーター用に費

用、電気・水道代など）。 
 
５－４ インパクト 

上位目標の達成見込み 
【プロジェクト成果（ガイドライン、マニュアル、業務実施解説書等）の普及により、灌漑技師

と農業普及員の、小/中規模灌漑開発事業（新規開発/改修）を実施する能力及び灌漑局の新しい

灌漑 M&E システムを運用する能力が向上する。】 
本プロジェクト終了後も、灌漑技師と農業普及員の支援を受けつつ、農民グループがパイロッ

ト灌漑事業地区を適切に運営維持管理（水管理含む）することが期待される。また、MIDP アプ

ローチの要素が、ブランタイア ISD/ADD 及びマチンガ ISD/ADD 管轄下地域の他の中小規模灌漑

事業に適用されることも期待される。灌漑局の新しい M&E システムの定期的実施については、

予算の確保が必要となる。灌漑技師と農業普及員が、学んだ知識や技能をフィールドで実践しつ

つ、更に能力向上を図るためには、体系的な能力強化の仕組みが必要であり、具体的には、講師

人材の確保、能力強化活動のための予算確保、能力強化の実践場所（灌漑事業地区）が必要であ

る。予算確保や体系的能力強化の仕組みが構築されれば、上位目標の達成が期待できる。予算確

保については、マラウイ政府の継続した確保努力を期待したい。また、体系的能力強化の仕組み

については、いまだ技術協力支援が必要な課題であると思料される。 
 

指標 1：部分的に達成された 

2 ISD 内の 11 県において、灌漑局の新しい灌漑 M&E システムを活用した灌漑開発事業

のモニタリングが行われ、結果が年次報告書にまとめられる。 
 

灌漑局の新しい M&E システムが開発され、本プロジェクト期間中、2 つの ISD 管轄下の 11 県

の県事務所職員によってモニタリング活動（データ収集とデータ入力）が実践された。既に述べ

たように、データ収集は、灌漑面積が 5ha 以上の灌漑事業地区を対象として実施された（11 県で

合計 254 灌漑事業地区のデータが収集された）。M&E システムでは、データ収集頻度を四半期ご

ととしていること、また、小規模灌漑事業地区（0～2ha の規模）の箇所数がかなり多く存在する

ため、規定どおりの頻度でモニタリング活動を実施しようとすると、データ収集やデータ入力に

多くの時間がかかり、また、多くの予算が必要になると見込まれる。 
 

指標 2：達成された 

プロジェクトの成果（ガイドライン、マニュアル、業務実施解説書等）を活用した小/
中規模灌漑開発事業（新規開発/改修）が 2 ISD それぞれにおいて年 1 カ所以上実施さ

れる。 
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2 つの ISD 管轄下の灌漑技師によると、本プロジェクトで得た技術的知識や技能を、11 県内で

実施された、政府あるいは他ドナー支援による中小規模灌漑事業に適用したとのことである。し

たがって、MIDP の成果は、今後も継続的に、2 つの ISD 管轄下の県内で活用されることが期待

される。 
 

指標 3：達成予定 

3 つのパイロット灌漑開発事業地区において、すべての事業対象地域の 85%以上が、適

正な維持管理と水管理によって灌漑される。 
 

今後も、灌漑技師と農業普及員によって 3 カ所のパイロット灌漑事業地区の農民グループへの

技術的支援が継続されれば、事業対象地区の計画灌漑面積の 85%以上の面積で適切な水管理と施

設の維持管理が農民によって行われることが期待される。 
また、下記の正のインパクトがみられた。 

 
（1）他ドナーが M&E システムを利用し、灌漑事業地区のデータ収集を実施したこと。 

アフリカ開発銀行（African Development Bank：AfDB）は、2012 年と 2013 年に、本プロジ

ェクトで開発中であった M&E システムを用いて、3 県4（Karonga、Ntcheu 及び Chikhwawa）
にある灌漑事業地区のデータを収集した。収集されたデータは、水セクター指標の定義ハン

ドブック（Water Sector Indicator’s Definition Handbook）を作成するために利用された。 
また、2014 年、世銀が支援しているプログラムである「シレ川流域管理プログラム（Shire 

River Basin Management Program）」で、2 県（Chikhwawa 及び Nsanje）の灌漑事業のデータの

収集が実施される予定になっている。 
 

（2）本プロジェクトで学んだ知識・技能が本プロジェクトの対象 11 県内の他の灌漑事業でも

用いられたこと。 
本プロジェクトにおいては、11 県の県事務所の灌漑技師と農業普及員が能力向上の対象に

なっている。11 県のうち 2 県では、パイロット灌漑事業地区での OJT を含む能力向上が実

施され、その他の 9 県の灌漑技師と農業普及員は、本プロジェクトで開催された研修やワー

クショップ参加を通じて、能力向上が図られている。これら県事務所の職員（灌漑技師・農

業普及員）は、本プロジェクトで学んだ知識・技能を、政府資金で実施されている灌漑事業

あるいは他ドナーや NGO が支援している灌漑事業の実施に適用している。適用している知

識・技能の主なものは、農民啓発や農民動員に関する技能であり、灌漑事業が農民にどのよ

うな利益をもたらすかを理解させ、そして、事業実施における農民が果たすべき役割と政府

が担う役割を理解してもらうことなどである。学んだ知識・技能を適用した灌漑事業のリス

トは、付属資料 8．合同評価報告書の Annex 17 を参照のこと。 
 

（3）灌漑技師・農業普及員、農民グループ間の協働関係が強化されたこと。 
パイロット灌漑事業地区では、灌漑技師と農業普及員が一緒にプロジェクト活動を進めて

                                                        
4 いずれも、本プロジェクトの対象県ではない。 
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きた。このような協働作業と各種のワークショップへの参加を通じて、灌漑技師と農業普及

員の関係が強化され、チームワークが築かれるようになった。さらに、この灌漑技師と農業

普及員との良い協働関係は、農民グループとの協力関係を築くうえでも良い効果があった。 
パイロット灌漑事業地区を設けていない 9 県では、灌漑技師と農業普及員が灌漑技師、農

業普及員、農民グループ間で協働関係を築くことの重要性を認識し始めている。 
 
（4）作物生産の増加による収入増加と食料不足の低減 

3 カ所のパイロット灌漑事業地区の農民は、灌漑施設の新規開発/リハビリの結果、年 2 回

の作物栽培が可能になっている（雨期と乾期）。作物の収量（単位面積当たり生産量）は、

灌漑用水を用いることで増加した。トウモロコシ栽培においてハイブリッド品種を用いるこ

とで収量が増加したケースもある。パイロット灌漑事業地区の農民の話によると、食料不足

状況が改善したとのことである（空腹な状況が少なくなり、家族は 1 日 3 回食事をとること

が可能になった）。また、作物生産量が増加したことにより、収入も増加しているとの話で

ある。 
 
（5）農家の家屋改善への適用など、生計向上にも寄与 

本プロジェクトにおける灌漑施設施工工事への参加を通じて、農民達は、技能を身につけ

ている。例えば、プロジェクト参加で身につけたレンガブロック積み技術を、家のバスルー

ムなどの施設造りに活用している。すなわち、本プロジェクトは、灌漑面への貢献だけでな

く、農民の生計向上にも貢献している。 
 
５－５ 持続性 

本プロジェクトの持続性については、政策面では高いといえる。なお、組織面、財政面、技術

面での持続性を確保するには、以下に述べるように、適切な対応策をとる必要がある。 
 
（1）政策面 

マラウイ政府は、灌漑面積拡大を優先政策の 1 つとして掲げており、灌漑開発マスタープ

ラン調査（世銀支援）や灌漑開発基金の設置といった各種対応がとられている。さらに、灌

漑事業の持続的な開発のためには、灌漑技師・農業普及員、農民グループの能力向上が重要

であることを灌漑局が十分に認識している。したがって、本プロジェクトは政策面では持続

性が確保される見込みである。 
 
（2）制度/組織面 

本プロジェクトで実施されたワークショップ・研修への参加を通じて、政府職員の各種能

力向上の強化が図られた。本プロジェクトの重要な特徴の 1 つは、能力向上であり、特に、

中小規模灌漑事業を実施しつつ、OJT を通じて、実践的知識と技能を強化することである。

灌漑事業の持続的開発を確保するためには、知識・技能を実践する能力の強化が重要と見な

されている。なお、灌漑局の灌漑マネジメントサービス部は、大統領府の人材マネジメント

開発部と協力しつつ人材育成（灌漑技師と農業普及員の持続的能力強化）を図る責任をもっ

ている。ただし実態としては、灌漑局で人材育成を担当する職員数は極めて限られており、
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人材育成に関する政府独自予算もほとんどないといわれているので、灌漑技師と農業普及員

の実践的知識・技能を継続的に強化するためには、人材育成を担当する組織の能力強化を進

めていく必要がある。 
 
（3）財政面 

マラウイ政府の財政は厳しい状況にあるものの、灌漑局は、2013/14 会計年度5の本プロジ

ェクト向け活動予算として 2,400 万 MKW（マラウイ・クワチャ）（約 570 万円）を計上する

努力を行った（この予算は、水開発・灌漑省が実施機関になっている 3 つの JICA プロジェ

クト向け予算の一部である。しかし、本プロジェクト向けの予算執行は未実施である）。こ

の予算計上努力は歓迎されるものであり、特に、灌漑技師・農業普及員、農民グループの実

践的技能の強化に関する資金を継続的に確保すべきである。 
 
（4）技術面 

灌漑技師及び農業普及員の能力向上という本プロジェクトの目標は、非常に満足できる水

準で達成される見通しである。実践的能力向上の初期段階としては、灌漑技師と農業普及員

の能力を高く評価できる。しかしながら、プロジェクト期間が 3 年間と長くはないことから、

パイロット灌漑事業地区におけるプロジェクト活動に参加した灌漑技師と農業普及員は、学

んだ知識・技能を新規開発灌漑事業あるいはリハビリ灌漑事業の準備段階から維持管理段階

までのサイクルを 1 回あるいは 2 回実践できただけである。必ずしも十分なサイクルの実戦

的経験を積めているわけではないため、特定の技術項目について良好な実践的知識・技能を

有し、他の技術者に対して的確に指導できる能力をもつ政府職員もいれば、一方で、能力向

上がみられるものの、まだ特定の技術項目について十分な能力水準に到達していない技術者

もいる。したがって、灌漑技師と農業普及員の能力強化を更に進める余地が残されている。 
 
５－６ 結論 

評価 5 項目による評価の結果、本プロジェクトの妥当性は高いと結論づける。 
また、本プロジェクトの特徴である「政府直接管理施工」「農民参加型施工」「灌漑技師と農業

普及員が全プロセスに参画する」などのアプローチ適用を通じて、プロジェクト終了時までには、

灌漑技師、農業普及員、農民グループの能力向上という目標を達成することが見込まれる。した

がって、当初計画どおり 2014 年 5 月をもって本プロジェクトを終了する。 
 

                                                        
5 マラウイの会計年度は、7 月から翌年の 6 月まで。 
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第６章 提言と教訓 
 
６－１ 提言 

６－１－１ プロジェクト終了までに実施すべき事項 
MIDP アプローチの他地区への活用や体系的な研修実施のためには、MIDP アプローチの実

施プロセスが整理される必要がある。まずは、パイロット 3 地区で実践されてきたプロセスが

整理されるべきである。 
 

６－１－２ プロジェクト終了後に実施すべき事項 
（1）MIDP アプローチの活用 

2012 年 11 月に実施された中間レビューにおいて、「MIDP の取り組みの特徴、コンセプ

トを、今後『MIDP アプローチ』として取りまとめること」が提言として残された。プロ

ジェクトではこの提言に基づき、MIDP の取り組みの特徴を「MIDP アプローチ」として

整理し、パンフレットに取りまとめ、それを広報資料に活用している。 
MIDP アプローチは、①政府直接管理施工、②農民参加型施工、③灌漑技師と農業普及

員の共同作業などの要素をもつ、関係者（灌漑技師・農業普及員、農民グループ）の実践

的な能力向上のための有効なアプローチである。同アプローチは、通常の委託契約型施工

に比べてコストが安く、施工後は農民自身の持続的な維持管理が可能となるといった優位

性を有する。これらの優位性はマラウイ政府も高く評価し、また、現場においては、本プ

ロジェクトに参加した灌漑技師と農業普及員が他プロジェクトの実施に活用している。 
今後は、小・中規模の灌漑事業を中心に MIDP アプローチが積極的に活用されていくこ

とが望ましい。 
 

（2）MIDP アプローチの水平展開 
MIDP アプローチは 2014 年 3 月に全国の農業普及員と灌漑技師を対象としたワークショ

ップにおいて、共有される計画である。 
また、プロジェクト終了後はマラウイ政府も他県への成果波及を検討していることが確

認された。そのためには、必要な研修を継続的に実施するとともに、先進地であるパイロ

ットサイトへの視察や、小規模な灌漑事業の実施などを通じて、実際的な技術を身につけ

ることが必要である。 
なお、体系的な研修を行うために、マラウイ政府は灌漑技師と農業普及員の必要人数・

求められる技術の内容・そのレベルに関する長期的な計画を策定する必要がある。 
 

（3）灌漑 M&E システムの活用 
本プロジェクトは灌漑 M&E システムとそのガイドラインを開発・作成し、使用方法に

ついて 2ISD、2ADD と 11 県の灌漑技師と農業普及員を対象に研修を実施した。しかしな

がら、データベースの指標は詳細かつ多岐にわたっており、限られた政府職員で定期的に

データベースを更新するためには、依然精査が必要な状況である。灌漑 M&E データベー

スの今後の継続的な試験的運用を通じて、スキームの規模ごとに必要な指標や情報更新の

回数を検討し、改良すべきである。  
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（4）他ドナーとの連携 
本プロジェクトはこれまでも既に他ドナーの案件と協力体制を構築している。2014 年後

期に詳細な計画が策定される予定である世界銀行や、EU の農業灌漑分野の新規案件にお

いて、本プロジェクトの成果が活用されるように、マラウイ政府は継続的な連携を図るべ

きである。 
特に M&E 分野においては、AfDB との連携を今後も引き続き行うとともに、他ドナー

支援による灌漑分野の新規プロジェクトを実施する際には、データベース指標の情報収集

に関する活動を組み込むことが望ましい。 
 

（5）予算 
以上を実施するために、マラウイ政府は必要な予算と人員を確保するように努力すべき

である。 
 
６－２ 教訓・留意事項 

MIDP アプローチは、多面的な効果を有するツールであると考えるが、マラウイの他地域にお

いても今後その普及を図っていくうえでは、以下の点に留意して進めることが必要である。 
 
（1）灌漑技師と農業普及員への研修を充実していくこと 

MIDP アプローチは、現地での OJT を重視した実施手法であるが、一定レベル以上の技術

を有する灌漑技師と農業普及員が担当して高い効果を発揮する。プロジェクト実施中は、日

本人専門家が影になり日向になり、灌漑技師と農業普及員の技術レベル向上並びに現地 OJT
をサポートしたこともあり、短期間で技術やノウハウを備えた人材の能力強化が図られたが、

プロジェクト終了後は、マラウイ政府独自でこうした人材の育成、能力強化を図っていかね

ばならない。 
 
（2）灌漑技師と農業普及職員の良好な協働関係が維持されること 

灌漑技師と農業農業普及員もその最終的な任務目標は、農家の作物生産増加、所得増加を

通じて生活水準の向上に貢献することにある。すべてのプロジェクトサイトで、農家グルー

プから MIDP プロジェクトで彼らを支援する担当灌漑技師と農業普及員への感謝の声が聞か

れた。これはもちろん、灌漑整備により実際に作物生産、所得向上、技能獲得などを体感し

たことによるものである。灌漑技術も営農技術もそれ単独では所期の効果を発揮することは

できない。両者が連携して適切に組み合わされて高い効果を発揮する。それら技術を担う灌

漑技師と農業普及員の関係も同様である。両者が有機的に連携することで農家の支援に最大

の効果を発揮できる。マラウイ政府の組織体系上、灌漑技師は水開発・灌漑省、農業普及員

は農業・食料安全保障省と異なる省の傘下にあるが、かつて 1 つの省に属したこともあり、

また MIDP プロジェクトの C/P 機関として水開発・灌漑省の灌漑局、農業・食料安全保障省

普及業務局を組み込んでいることもあり、特に現場レベルでは両者の良い連携・協働関係が

保たれていることが確認できた。こうした協働関係は中央政府の政策変更などにより瓦解し

MIDP アプローチの存立基盤を危うくする可能性も否定できない。末端での灌漑技術・営農

技術の農民への普及が両省によって連携して行われることが政策として確立され、法令もし
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くは規則等で規定されることが望ましい。 
政府職員、特に異なる省庁に所属する職員同士の連携は、本プロジェクト以外の類似の案

件においても今後役立つものである。 
 
（3）対象区数や規模は経験を有する灌漑技師と農業普及職員の数に合わせて選定すること 

前述したように MIDP アプローチは有効なツールであるが、適切な人材がいて初めて機能

する。MIDP アプローチを適用できる灌漑技師と農業普及員の早期の育成が望まれるが、そ

の育成には座学研修と実際の灌漑地区での OJTとの組合せ方式が有効である。また、OJTは、

実際に MIDP アプローチで経験を積んだ灌漑技師と農業普及職員がペアとなって行うことが

望ましい。こうしたことから、MIDP の適用対象地区を選定するには注意が必要であり、OJT
を担当する職員の数に応じて地区数を選定し、指導の効果の早期発現の観点からは、1 年で

計画から施工までが完了できる規模の地区を選定することが必要である。この規模は地区の

状況によって異なると思われるが、プロジェクト専門家の経験では、最大でも 30ha（東京ド

ームが 5ha 程度）の地区を選定することが適切とのことである。これが 1 つの選定基準の参

考になるであろう。 
 
（4）パイロットサイトの活動モニタリングを継続すること 

3 つのパイロットサイトでの聞き取りでは、それぞれ増産、増収の効果が発揮しているこ

とが確認された。実際の灌漑率（計画面積に占める実灌漑面積）もプロジェクト終了時には

70％以上が確保される見込みとなっていることからもこれは裏づけられると考える。水配分

について農家グループは、植付の前に配水計画を相談して決定し、ブロックごとの輪番灌漑

を実施している。農地の配分もおおむね公平に行われ、新規参加者からは割増会費を徴収す

るなど財務状況改善も視野に入れた組織管理も始まっている。こうしたルールは組織規程と

して整備され、メンバーの総会で議論し決定し成文化されているとのことである。 
ただし、施設建設も 2 地区では一部未完成のままとなっている。1、2 カ月で完成の見込み

というが、1 月末の聞き取り調査時は雨期であり施工に適していないこと、今後収穫で農家

が多忙となることなど、農民参加型の施工であり確実に完成するかどうかは予断を許さない。

工事の完成はプロジェクトの直接目標ではないものの、早期に完成を図り、次の乾期に灌漑

が可能となることが農家にとっても最大の関心事である。工事の遅延が農民グループのモチ

ベーションの低下などにつながることのないよう確実な完成を望みたい。また可能な範囲で、

JICA 事務所からプロジェクト終了後の現地サイトでの営農状況や灌漑管理の状況を聞き取

るなどモニタリングの実施が期待される。将来的には事後評価のスキームなどを活用しモニ

タリングや評価の継続により、灌漑技師/農業普及員の能力強化と MIDP アプローチの全国展

開に大きく貢献し得ると考える。 
 
（5）すべてのプロセスに受益者が参加することの効果 

本プロジェクトの実施を通じて、受益者がすべての活動プロセスに参加することの有益性

が確認された。現在、対象農民は開発された灌漑スキームを自身で運営することに自信をも

っている。良好な農民組織と、彼らの勤勉意識は灌漑開発の成功の根幹となり、オーナーシ

ップの醸成につながる。  
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（6）地域のリーダーの参画 
地域のリーダーの強力かつ活発な灌漑開発への参加は、プロジェクトの円滑な実施に際し

て重要な役割を果たした。したがって、同様のプロセスは他の類似案件においても適用され

るべきである。 
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第７章 調査団所感 
 
７－１ 灌漑担当団員所感 

（1）灌漑モニタリングシステムの効果的活用 
灌漑局 M&E システム、特に灌漑事業データベースについては本プロジェクト開始当初は

いまだ構築がなされておらず、プロジェクトではその構築を最優先として活動を行うととも

に、並行してデータ収集・エントリーに関する実践的研修の実施、各種マニュアル類等の整

備を行った。その結果、現時点では、パイロット灌漑事業が実施されているマチンガ地方局

管内及びブランタイア地方局管内に勤務する 100 名近い灌漑技師と農業普及員が研修に参加

している。 
灌漑データベース自体はまだ試行的段階ではあるものの、一般に流通しているソフトウェ

ア、MS エクセルでつくられており、研修に参加し、実際にデータ入力やデータ統合を担当

した職員からは、左記データベースが使いやすく、今後種々のステージで活用が可能と考え

ている旨の好意的な評価を得た。本省、地方局、県レベルでのインタビューなどやブランタ

イア地方局での灌漑データベースプレゼンテーションにより、今後より多くの灌漑地区を対

象にデータ収集、入力を進めていくことでこれまで掌握が困難であった灌漑地区の実態像を

各レベルで共有することが可能となり、本省レベルでの政策提言から地方局やレベルでの重

点支援地区や課題地区の抽出、個別プロジェクトレベルでの管理計画改善などへの活用など

多様な利用が考えられる。 
一方、今回の評価でも提言に含めているが、データベースのデータエントリー項目が多く、

収集対象データも多岐にわたっている。最終的な評価項目数は 400 項目近くに及んでおり、

安定的なデータ収集・入力が継続できるか否かがデータベースの活用を図るうえでボトルネ

ックとなると思われる。インタビューをした関係者のなかには、データベース項目は包括的

なものであり、案件の規模や整備水準によって実際のデータ収集項目数は減少させてもよい

かもしれないという発言もあった。しかし、マラウイ政府が今後データベースを M&E に的

確に活用するにあたっては、具体的な M&E のテーマごと、例えば施設の状況、水管理方法、

管理主体、財務状況などごとに対象地域を限定して、何度か繰り返し試行して具体的な運用

面の問題点を抽出し、データベースの修復や収集対象項目の絞込みやグルーピング（案件規

模や受益面積、固定データと変数データの組み合わせ見直しなど）を進める必要がある。対

象地域は限定する必要はないが、MIDP の対象県の職員が最もデータベースの利用に習熟し

ていることから、マチンガ県及びムランジェ県を対象に行うことが最も効率的であろう。 
 
（2）MIDP アプローチと今後の期待 

今回、現地視察及び関係者へのインタビューを通じて、政府直接施工、訓練を受けた灌漑

技師と農業普及員による農民グループの指導、農民グループによる施工から管理までの参加

の 3 要素で構成される「MIDP アプローチ」が、プロジェクトが目標とした政府担当職員の

能力強化に大きな効果を与えるツールとして高い有効性を有することが再確認できた。また

請負契約型施工と比してより経済的な施工が可能であり、施工に参加した農民が施設へのオ

ーナーシップをもち、施設の維持管理へのノウハウや技能を備えることにより将来は農民自

身が組織として、配水計画の策定、実際の配水、施設の補修や清掃といった灌漑管理面のみ
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ならず、市場性や付加価値の高い作物の導入や農薬・肥料の共同購入などを進めていくこと

も期待できる。 
 
７－２ 団長所感 

（1）MIDP アプローチの整理 
中間評価で指摘されていた「MIDP アプローチの明確化」については、既に、2013 年 8 月

に完成した“MIDP Approach for Medium Scale Irrigation Development in Malawi”でわかりやす

く説明されている。それは、①政府直接施工、②農民参加、③灌漑技師と農業普及員の協働

作業などの特徴をもった、灌漑技師・農業普及員及び農民グループの能力強化のため有効な

アプローチである。この点については JCC にて共通認識を得た。 
今回、DOI、ADD・ISD（ブランタイヤ及びマチンガ）及び 3 カ所のパイロットプロジェ

クトでの農民からの聞き取り・意見交換から、MIDP アプローチは、中央レベル及び対象地

域の行政から末端の農民まで広く浸透していることを確認した。MIDP アプローチにより、

灌漑技師・農業普及員、農民グループのそれぞれにおいて能力は向上している。 
その柱となる 10 については、特に 3 カ所のパイロット事業に関与した者は、精度の高い

測量や一部難易度の高い設計を除いて、知識のみならず現場レベルでの実際的な技術も身に

つけることができた。特に、農民グループへの啓発や動員のノウハウなどソフト面の技術能

力の向上は今後の展開を考える際に重要となる。ただし、それ以外の県の灌漑技師は研修・

ワークショップにより、基本的な能力強化はなされたものの、今後現場経験を積んで使える

技術を習得することが必要である。この点については、既に他地区で規模は数 ha と小さい

ものの、MIDP アプローチに基づくプロジェクトも開始されているということであり、少し

ずつでも地道に展開されることを期待したい。農民自身も灌漑施設建設やその水管理・維持

管理についての技術・知識を得ており、3 カ所の灌漑スキームでは将来の維持管理に備えて、

メンバーである農民たちが、収穫ごとに決まった額を集金し積み立てているなど、灌漑スキ

ームの持続的な運営に向けて着々と準備が進められていることが確認された。 
MIDP アプローチの欠点として中間レビューでも指摘されているように、今回の聞き取り

でも、施設完成までに施工業者による施工に比べて時間がかかるため、作付に影響が出るこ

とが何名かの農民たちから発言された。しかし、MIDP アプローチは施設の維持管理が農民

自身の手によって可能なことから、長期的な視点でみれば、時間がかかるという欠点を補っ

て余りあると考えているという意見が多数を占めた。 
これまで、農民たちは施設は政府やNGOが造ってくれるものであると考えていたが、MIDP

アプローチにより、オーナーシップをもって自分たちの灌漑スキームとして扱うようになっ

てきている。MIDP アプローチは行政側の人間や農民たちのものの見方を変えたともいえる。 
また、インフラ面で感銘を受けたのは、Tipindule や Wenzide の堰のように、比較的大規模

な建設物やそれらから延びる水路まで施設が一定の水準で造られていることである。プロジ

ェクト開始当初は農民が全員積極的なわけではなかったこともあったと聞いており、それら

を乗り越える粘り強くきめ細かい指導をした日本人専門家、灌漑技師、農業普及員や重労働

をいとわず最後までやり遂げた農民グループに敬意を表したい。 
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（2）プロジェクト終了後について 
本プロジェクトの性格を考えると、プロジェクト終了後、成果が対象地域内だけにととど

まり続けることは避けなければならない。そこだけが箱庭のように輝いてもあまり意味がな

い。 
アフリカの国々においては、ほぼ、すべての国において財政が逼迫しており、予算の相当

な部分を他ドナーに頼っているところも多い。マラウイも国家予算の約 40％を他ドナーの支

援を受けている。このような状況で、本プロジェクトで得た成果をどのように展開させてい

くかは、提言部分で述べたように、マラウイ政府が予算の確保と十分な人員の配置をいかに

行うかにかかっている。 
対象地域以外の関係者の能力強化に必要な予算の確保は、マラウイ側の努力を期待するも

のであるが、他ドナー支援のスキームを利用できるところはそれも最大限利用することが肝

要である。MIDP アプローチをパッケージとして活用してもらうことは無理があるが、啓発

や農民グループの組織化の手法や末端部分で農民参加による施工の可能性など貢献できる

部分はあると思われるので、世銀や EU などのプロジェクトとの連携の可能性は今後も継続

して検討していくべきである。 
 
（3）その他 

本プロジェクトは、灌漑技師・農業普及員、農民グループの能力強化という目的を達成す

る見込みであり、近い将来、上位目標の達成もそれほど困難ではないと考える。しかし、本

プロジェクトの枠外ではあるが、農民の最終ゴールは彼らの生計向上であり、MIDP アプロ

ーチによる灌漑施設建設はその道具ということになる。今回の聞き取りで、灌漑施設の整備

により、収量が増加し収入も増えたという話を何名もの農家から聞いたが、まだ本格的に調

べたわけではなく、将来はコスト分析などをして、統計的にも MIDP アプローチのインパク

トを広く知らしめることができれば、MIDP アプローチの意義がより高まるものと考える。 
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